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28 大石・金澤編著 44 ページ。 
29 大石・金澤編著 46～48 ページ。 
30 このような呼称は、仙台市においては明治中期頃から使用されていた。「軍都」については、仙台には
明治初期に東北鎮台（1873 年〔明治 6〕に仙台鎮台と改称されたのち、1888 年〔明治 21〕に第二師団
へ改編）が置かれ、当時の新聞記事などでもこの呼称が用いられてきた。「学都」についても同様で、






















7 月から 1942（昭和 17）年 3 月までの約 30 年間にわたり、仙台市が実施していた公営事
業である。後述するように、当時仙台市内で電気事業を行っていた 2 つの民間会社を買収







和 17）年 3月をもってその終焉を迎えた。 





















































































































































































クラシーの財政学」（狭間源三編『講座・日本資本主義発達史論 第 2 巻 第一次世界大戦前後』第六章、
日本評論社、1968 年、185～231 ページ）、井口和起編『近代日本の軌跡 3 日清・日露戦争』（吉川弘文
館、1994 年）などを参照されたい。 










38 「仙台市と工業」、『河北新報』1906 年 12 月 15 日。 
39 「時代の趨勢と現在の東北」、『河北新報』1906 年 12 月 18 日。 































人」、「煙草製造所 五百四十六人」、「製糸場 三百七十人」、「封筒製造場 百四十七人」、「燐寸製造場 
二百四十六人」となっており、いわゆる大規模工場が少ないことがうかがえる。 
41 「仙台市の膨張」、『河北新報』1907 年 1 月 12 日。 
42 「仙台市と工業」、『河北新報』1906 年 12 月 15 日。 
































45 「市区改正と上水工事」、『河北新報』1906 年 12 月 27 日。また、1907（明治 40）年 1 月には、仙台
商業会議所（のちの仙台商工会議所）から仙台市会に対して市区改正に関する建議がなされた（「市区
改正と墓地」、『河北新報』1907 年 1 月 21 日）。このなかで商業会議所は、市区改正事業を行う際、「市
内に散在する墓地に土葬禁止の励行を促す必要あり」として、その建議についても提出している。  




47 この構想については、市民レベルからも主張されていた。たとえば、1907 年 2 月上旬には、市内名掛
町（名掛丁）の有志が会合し、自主的に市区改正を行うことについての協議を行っている。同年 2 月 9
日の『河北新報』では、「市の膨張と繁華の増進とに伴ひ、市街道路の狭隘を感じ来りし為め市区改正
を必要とし、……市内名掛町有志家は……市内道路の取拡めに関する件を協議」を行っていることが報

























やがてこの建議書は、1907（明治 40）年 8月 12日付で当時の仙台市長遠藤庸治50へ提出
 
48 『河北新報』1907 年 4 月 3 日「急施を要する市街上水事業」。なお、この時期の『河北新報』では、市
街電気鉄道や電気事業、公園整備などに関する報道も多くみられる。 
49 「市発展策の建議出でん」、『河北新報』1907 年 8 月 3 日。 また、この間、「五大事業」に対してさま











報』1907 年 8 月 9 日）。 
ちなみに、これまでに「五大事業」について言及している文献をみると、「上水道」「上下水道」など
の記述が混同している（たとえば仙台市史編さん委員会編『仙台市史 通史編 6 近代 1』、仙台市、2008





50 遠藤庸治は、初代（1889〔明治 22〕年 5 月 2 日～1893〔明治 26〕年 6 月 25 日）、2 代（1893 年 7 月
31 日～1898〔明治 31〕年 3 月 7 日）、6 代（1910〔明治 43〕年 7 月 2 日～1914〔大正 3〕年 11 月 4
日）の市長を務めた（仙台市史編さん委員会編『仙台市史 資料編 8 近代現代 4 政治・行政・財
17 
 














        明治四十年八月十二日  市会議員 別所直温 外二十九名 
          仙台市会議長 遠藤庸治 殿51 
 
 この建議書は原案通り可決された。次いで、具体的な調査を行うための調査委員会が発足
されることとなった。その後、同年 9 月 2 日の臨時の仙台市参事会において「第五百十四
号 仙台市営事業調査委員設置ノ件」が提案・決議され52、同時に「五大問題調査委員設置
規程」が仙台市会に提出された。この規定では、市営事業（「五大事業」）の調査のために臨




は 9 月 7 日の市会で議論され、原案通り可決されるとともに、市会議員間の投票により市
会議員 7名が調査委員に任命された54。 
 
政』別冊資料、仙台市、2008 年、6 ページ）。 
51 仙台市役所『明治四十年 仙台市会会議録』193～194 ページ。なお、欄外には「一字削除㊞」と記さ
れている。 
52 なお、これより前の同年 8 月 22 日にも臨時の仙台市参事会が開催されたが、そのときは「仙台市営事
業調査委員設立ノ件ハ次回マテ延期」となっている（仙台市役所『明治四十年 仙台市参事会決議
録』。 
53 仙台市史編さん委員会編『仙台市史 資料編 5 近代現代１ 交通建設』仙台市、1999 年、298 ペー
ジ所収。このなかで、第 1 条の各項の人数は、8 月 23 日時点では「何名」という記述がなされている
のみで、具体的な人数は決まっていなかった。この人数が決定されたのは、9 月 2 日の臨時市参事会に
おいてである（「臨時市参事会と五大問題」、『河北新報』1907 年 9 月 3 日）。 
54 このときの投票の結果選出された市会議員の委員 7 名は、別所直温、小野平一郎、遠藤庸治、小西儀
18 
 
その後、仙台市営事業調査委員会は、1907（明治 40）年 10 月 21 日に第 1 回、同年 11





























ものゝ如し」と報じている（「五大問題中の電力事業」、『河北新報』1907 年 11 月 29 日）。ここから、
「五大事業」について調査を行っている市営事業調査委員会では、5 つの市営事業のうち市営電気事業
の構想についての調査に注力されつつあることがうかがえる。 
  これを受けて、12 月の仙台市会において、1908（明治 41）年度の歳入歳出追加予算の 1 つとして
「市営事業調査費」として 616 円が計上された。これは「市の五大問題と称する市営事業中の電気事業
調査に要するなり」としている（仙台市『明治四十年 仙台市会会議録』231～232 ページ）。 
57 たとえば『河北新報』1907 年 11 月 14 日「五大問題の消息」などを参照されたい。 
































いる（「博士となるべき降矢芳郎氏」、『河北新報』1907 年 8 月 14 日）。工学博士となったのは 1907 年
8 月中旬のことで、『河北新報』1907 年 8 月 18 日の記事には「降矢高工教授の博士論文」という見出
しで博士号を取得したことが報じられている。 
59 なお、降矢の調査報告は、『河北新報』1907 年 12 月 23 日「仙台の水利事業（電気事業市営の得失）」
にも掲載された。 
60 「市営五大事業 電力」、『河北新報』1907 年 12 月 8 日。 
61 このことについて、当時の仙台市長和達孚嘉は、1908（明治 41）年度の仙台市について「市の繁栄は
一に生産者の発達に依らざるべからず、水力電気は大に云ふ迄もなく、民間一般諸種の工業を振興」す
べきであるということを述べている（「来年度の仙台市」、『河北新報』1907 年 12 月 30 日）。 
62 このほか、市営電気事業のような「大事業」を市が経営しうるかどうかをまず調査すべきであるという
「先決論」を唱える者もいた（「電力市営問題」、『河北新報』1907 年 12 月 26 日）。 
















（ マ マ ）
其組織方法は市会の決議を要するものと」された66。そして、1908（明









報』1908 年 2 月 29 日）。この時点で市営電気事業の収益性を認識し、「財源調達手段としての機能」を
見越していたことは興味深い。 
また、一般市民のなかにも、この主張を支持する動きがみられるようになっていた。たとえば 1908
年 2 月 23 日の『河北新報』では、「市の現状を見れば、工業は依然として不発達なるを免れず、此際
低廉なる動力を供給してその発達を促かさんことは急務中の急務に属すと信じるが故に、此際一日も早
く市の水利事業を調査して適当の施設を執らんとする」という一市民の声を掲載している（「五大問題
委員と電灯買収建議」、『河北新報』1908 年 2 月 23 日）。 
64 賛成する市会議員は遠藤庸治をはじめとする 14 名、反対する市会議員は 13 名となっていたほか、「態
度不明」という人もいたため、否決される可能性も高かったのである（「電力市営建議の賛否」、『河北
新報』1908 年 3 月 2 日）。 
65 「電力買収建議の主旨」、『河北新報』1908 年 3 月 7 日。 
66 仙台市『仙台市電気事業史』1943 年、11 ページ。慎重な調査という点に関しては、調査委員のなかか
ら「仙台商業会議所に諮問すべしとの説」もあがっていた（「五大問題委員会」、『河北新報』1908 年
10 月 22 日）。このことについては、「電力市営問題（商業会議所の調査を勧む）」（同 1908 年 10 月 23
日）を参照のこと。 
67 仙台市『仙台市電気事業史』1943 年、15 ページ。なお、このときの調査委員会の討論については、同
書 15～17 ページに収録されている。 
68 このとき、「降矢博士の調査結果を市参事会に報告し」調査委員会の役割を終えるべきだという意見も










































馬力平均約八十円とす」（「市営水利工事の計画」、『河北新報』1908 年 10 月 27 日）。つまり、仙台市が



























治 21）年 7 月 1 日には水力発電によるアーク灯の試験点灯を行った78。これは自家発電に
よるものでは日本で初めてのことであった79。同会社では、イギリス製のミュール式二千錘
 
73 「市営水利工事の調査報告」、『河北新報』1908 年 10 月 26 日。 
74 同上。 
75 同上。 
76 「市営水利工事の計画」、『河北新報』1908 年 10 月 27 日。 
77 この会社は、広瀬川の三居沢地点の水力を利用した綿糸紡績を目的に設立されたもので、事業開始は
1883（明治 16）年であった。 










その後、同会社によって発電された電気は、1894（明治 27）年 7 月 15 日に開業した仙
台電灯株式会社80を通じて、おもに市内の需要者に供給されるようになった。そして、他社












81 1893（明治 26）年に宮城紡績会社は宮城紡績株式会社、1894（明治 27）年に宮城水力紡績株式会社と
改めたほか、1897（明治 30）年 10 月には仙台製紙株式会社と合併して宮城水力紡績製紙株式会社とな
っている。 




下の新聞記事を参照されたい。「紡電大発電機到着」（『河北新報』1908 年 3 月 7 日）、「大発電機の大輸
送」（同 1908 年 3 月 17 日）、「紡電増設発電機の試運転」（同 1908 年 5 月 24 日）、「紡電の隧道工事」
（同 1908 年 10 月 20 日）、「仙台電力の工事進捗」（同 1909 年 7 月 6 日）など。 
84 1907 年 2 月 20 日には、新しい特別税として「電柱税」を新設することが仙台市参事会から仙台市会に
提議され、可決された。同月 17 日に原案が新聞でも公表されている（「当市特別税電柱税条例」、『河北
新報』1907 年 2 月 17 日）。その後、「特別税電柱条例」は仙台市会・参事会ともに可決され、内務大
臣・大蔵大臣への許可申請を経て、同年 5 月に施行された。 
同条例では、「仙台市内の道路に電流を建設し電灯又は電力供給の営業を為すものには本条例に依り
電柱税を賦課徴収す」（第 1 条）、「電柱税は電柱一本に付年税金 50 銭とす」（第 3 条）とされた（仙台市
史編さん委員会編『仙台市史 資料編 8 近代現代 4 経済・行政・財政』仙台市、2006 年、342～343
ページ所収）。その当時、仙台市では財源の窮乏が叫ばれており、「市として発展の計画を立て」るため
には「新財源」をどのように確保するかが問題となっていたため、このようなところに税金を課し、市




記している（宮城紡績電灯株式会社『第二十二回報告書』明治四十一年 11 月下半期、8 ページ（仙台市
役所『報告書 自明治三十一年 至同四十一年』601 ページにも所収。いずれも仙台市役所所蔵）。 

























85 「伊藤紡電社長の五大問題観」、『河北新報』1907（明治 40）年 12 月 9 日。 
86 「電力事業調査と紡電」、『河北新報』1907 年 12 月 9 日。しかもこのとき、すでに宮城紡績電灯株式会
社では、鳳鳴ケ瀧に発電所を建設する計画を立てていた（宮城紡績電灯株式会社『報告書』明治四十年
下半期）。 





計画」（『河北新報』1908 年 3 月 13 日）、「電力事業命令書の内容」（同 1908 年 4 月 24 日）、「仙電創立
委員会」（同 1908 年 6 月 20 日）、「仙台電力の工事進捗」（同 1909 年 7 月 6 日）、「仙台電力の工事現
況」（同 1908 年 12 月 11 日）など。なお、この間、仙台電力株式会社と宮城紡績電灯株式会社との間
で、いかにして電柱を立てるかということが問題となっていたが、それについては交渉によって解決す
る方針であることが報じられている（「紡電と新設会社」、『河北新報』1908 年 3 月 13 日）。 
90 当時の仙台市長和達孚嘉（在職期間 1907 年 7 月 1 日～1910 年 7 月 2 日）も「本問題は市会の決議を
経、調査に着手せしが、以来既に一ヶ年間も経過せし、今日に於て猶調査会の届かずと云ふが如きは、
本会の行為に緩慢なるが如き嫌あれば、市営になすか否かを決したし」と述べている（仙台市『仙台市




























91 同上、17 ページ。 
92 この背景には、「五大事業」を推し進めようとしていた遠藤が 1908（明治 41）年 12 月 1 日に調査委員
の辞任を表明し、それが市会で受理されたことも挙げられるだろう（「市営問題延期の事情」、『河北新
報』1908 年 11 月 29 日）。遠藤は市営事業調査委員のひとりであり、その特別委員も務め、「五大事
業」の推進にイニシアティブを発揮してきた人物であったため、他の委員も説得を試みたという（「市
営問題延期の事情」、『河北新報』1908 年 11 月 29 日）。しかし、遠藤の辞意はゆらぐことはなかった。
また、遠藤は懸案の鳳鳴ヶ瀧の水利権を有していたため、上述のように市営電気事業の計画が推進され
るにあたり、「自分は鳳鳴ケ瀧に権利を有する関係上進んで辞職すべき趣を提言し」たという（同）。 
93 「五大問題と水力電気」、『河北新報』1910 年 2 月 14 日。 
94 「水利事業市営意見」、『河北新報』1909 年 3 月 1 日。この遠藤の主張の中でも述べられているよう
に、当時の仙台市においては「財源の窮乏」が叫ばれるようになっていった。1910（明治 43）年 8 月











 かくして、1910（明治 43）年 9 月 21 日、市営事業調査委員会が開かれ、市参事会への
「市営水利工事起工ノ件」の提出を決定した。その内容は以下の通りである。 
 
          市営水利工事
（ママ）
起工ノ件ニ付報告 





               市営水利事業起工ノ件 
     一、本市ハ本市附近ノ水利ヲ利用シ、電灯及動力ノ供給事業ヲ市営トスベキ事 
     二、本事業ノ経費ハ市債ニ依リ、其償却ハ事業ヨリ生ズル利益ヲ以テ之ニ充テ、
新ニ市民ノ負担ヲ増スコトナキヲ要ス 
     三、前項水利事業ハ宮城紡績電灯株式会社並仙台電力株式会社事業、又ハ両社中
一社ノ事業ヲ買収スルカ、若クハ他ノ方法ヲ立ツル等、市参事会ニ於テ便宜処
理スルコト 







                市営水利事業起工ノ件 
一、本市営ヲ以テ水力電気事業ヲ起シ電灯及原動力ノ供給ヲ為スモノトス 
     二、前項ノ起業ニ要スル経費ハ百四十万円ヲ限度トシ市債ヲ募集シテ之ニ充テ
其償還ハ本事業ヨリ生ズル収入金ヲ以テ之レニ充ツルモノトス 
     三、宮城紡績電灯株式会社並ニ仙台電力株式会社ノ事業又ハ両社中一社ノ事業
ヲ買収スルカ若クハ他ノ方法ヲ立ツル等市参事会ニ於テ之ヲ定ム 
 





     四、起債並償還方法及起業執行後ニ於ケル経営ノ方法ハ別ニ之レヲ定ム96 
 
 この決議内容は、9月 26日の仙台市会に第 112号議案「市営水利事業起工ノ件」として
提出・審議された。市会での遠藤の説明によると、電気事業にかかる総費用は 140 万円と
し、それをすべて市債でまかなうものとされた。この 140 万円のうち約 100万円は 2 つの















96 仙台市役所『電気事業譲受書類』1911～1912 年、176～177 ページ。 
97 仙台市役所『明治四十三年 仙台市会会議録』321 ページ。 




99 同上 324 ページ。 
100 同上 341 ページ。 






興」（「電力市営（四）」、同 9 月 30 日）させることが重要であるという意見が掲載されている。 
このような声に象徴されるように、市民もまた、仙台市の大都市化の遅れを憂い、市営電気事業の推
進を望んでいたとみて差し支えなかろう 
この一方で、同年 9 月 28 日の『河北新報』では以下のような記事が掲載されている。 







 1910（明治 43）年 9月 30日、仙台市は、両会社に対する買収交渉を行った。当時、再び
仙台市長に就任した遠藤庸治と仙台電力株式会社社長白石廣造との買収交渉では、10月 11
日に同社から財産調書が提出されるとともに買収に応ずるという回答を受けた102。その後、
仙台市側から市参事会員 2 名103と吏員 3 名が同社に派遣され、帳簿、在庫品、同社所有の
発送配電設備などに関する詳細な調査が行われた。11 月 4 日に終了したその調査結果によ
れば、同社の財産総額は 28万 7312円 99銭とされた104。また、同社の買収金額は、功労者





















104 その内訳は、水路費 8 万 5035 円 8 銭、機械費 6 万 4960 円 28 銭、貸付機械 2605 円、貸付器具 2 万
3706 円 23 銭、建物 752 円 85 銭、他所 411 円 52 銭、什器及備品 2315 円 74 銭、商品貯蔵品 2 万 2863
円 18 銭、本社費 1 万 1890 円 65 銭となっている（仙台市役所『資産調査書』1910 年）。 
105 「市長の市営熱」、『河北新報』1910 年 10 月 31 日。 
106 調査が完了してから市営事業調査委員会が開催されるまで約 3 週間もの間があったのは、調査委員の
一人が「生憎病気にて引籠り居り十一月廿一日より出勤」し、その後、商議員会などでも話し合いがな
され、その承認を得てから契約を締結しようとしていたからである。 
107 「市営委員会の経過」、『河北新報』1910 年 11 月 27 日。この記事では、仙台電力株式会社との買収交
渉は順調であるほか、仙台市内外には水力発電を行いうる有力な地点がいくつかあるため、それらの調
査を行うことにして、宮城紡績電灯株式会社との買収交渉は中止し、仙台市の将来の繁栄につなげるべ











     二、右権利中ニハ目録ニ掲記セザル会社、又ハ一己ノ名義ヲ以テ為シアル水利権
ノ如キ企画経営ニ係ルモノ、並ニ会社ガ他ニ対シ地上権ノ設定ヲナサントス
ル権利ノ如キ総テ包含スル事、 
     三、右物権ヲ仙台市ニ金三十五万円ヲ以テ売渡スベキコト、 
四、本契約ハ可成速ニ市会ノ議決ヲ経、其筋ノ認可ヲ受ケ起債ノ後其効ヲ生ズベ
キ事、 






     仙台市カ仙台電力株式会社ノ経営スル水力電気事業ヲ譲受タル事ニ関シ、左ノ
契約ヲ締結ス 
     但、此契約書ハ仙台電力株式会社ニ於テ株主総会ノ決議ヲ経タルトキハ直ニ本
契約書ト見做ス 




     第二項 本契約ハ成ルベク速ニ市会ノ決議ヲ経、仙台電力株式会社ヨリ水力事
業ヲ譲受クルコト及市ノ起債償還方法ニ付、其筋ノ認可ヲ得タル時ニ効
力ヲ生スル事 
     第三項 市ハ前項ノ認可ヲ受ケ起債手続キヲ完了シタル日ヨリ三日以内ニ於テ
会社ニ代金ヲ交付スルコト、会社ハ同時ニ市ニ対シ目的物全部ノ引渡ヲ
為スコト 









         但、営業ニ関スル経営ノ事項ハ本文ノ限リニアラズ 




       明治四十三年十二月七日 
             仙台市参事会 
               仙台市長 遠藤庸治 印 
             仙台電力株式会社 
                 社長   白石廣造 印109 
 





 同年 12 月 22 日の仙台市会では、「水利電気事業起工ノ件報告」112が行われるとともに、
第 131号議案「特別会計設定ノ件」113、第 132号議案「仙台市水利電気事業公債条例」114、
 
109 仙台市役所『仙台電力株式会社買収書類 附契約書』1910 年、59～69 ページ、および『明治四十三年 














（『河北新報』1910 年 12 月 21 日）を参照のこと。 
113 これは「仙台市水利電気事業ニ関スル収支ハ特別会計トス」ることを提案したものである。 



















灯・臨時灯。第 3 条）と従量のもの（「メートル点火料」。第 4 条）に区別して徴収し、仙台市営電気事
業における電灯使用料は、1 ヶ月平均 40 銭とすることとされた（第 3 条）。また、「原動力ハ仙台市ト
他町村トニ別チ又夜間ト昼間トヲ区別シ取付電動機ノ馬力数ニヨリテ差等ヲ設ケ昼夜ノ使用料一馬力一
ヶ月ニ付最高金九円以下トス」（第 5 条）ることも定められていた。これによって仙台市は「全国無比
の低廉なる電気を供給する」（「市営水力電気」、『河北新報』1910 年 12 月 21 日）体制を整えようとし
たのであった。 
116 1910 年度における電気事業費歳入予算は 138 万 7407 円 93 銭とされた。この内訳をみると、公債が
137 万 2000 円、使用料 5574 円、預金利子 8333 円、雑収入 1500 円となっている。一方、電気事業費
歳出をみると、歳出総額は 138 万 7407 円 93 銭となっており、歳入との差引額 0 円とされている。歳
出の内訳をみると、買収及整理費（仙台電力株式会社の買収経費）が 36 万 5000 円、公債募集額
（同）5600 円、事務費 2400 円、公債利子 1 万 4000 円、翌年度繰越金 100 万円、予備費 407 円となっ
ている（「市営電力事業予算」、『河北新報』1910 年 12 月 22 日。ちなみに、同記事には 1911 年〔明治
44〕度の予算も掲載されている。1911 年度の予算は歳入出ともに 109 万 9122 円とされている）。 
117 これは、1910 年度から 1913 年度までにおける電気事業費の継続支出方法を定めたものである。これ
によれば、1910 年度は 36 万 5000 円、1911 年度は 51 万 3000 円、1912 年度 24 万 1000 円、1913 年
度 25 万 3000 円となっている。 



































      電灯並電動力使用料条例許可稟請 
    当市ノ発展ニ資センタメ、市営水利電気事業ヲ経営致度、条例別紙仙台市営電灯並
原動力使用料条例御許可相成度、市会ノ決議ヲ経、此段稟請候也、 







122 仙台市役所『明治四十三年 仙台市会会議録』412 ページ。 
123 仙台市役所『明治四十三年 仙台市会会議録』418 ページ。 
124 このとき指名された市会議員は別所直温、小野平一郎、増澤朋重、富田春之進、石川成誠、小原保
固、横山儀三郎であった（仙台市役所『明治四十三年 仙台市会会議録』425 ページ）。 









       内務大臣男爵 平田東助殿 
       大蔵大臣侯爵 桂太郎殿 
 
仙台市営電灯並電動力使用条例 
    第一条 本市々営電灯並電動力ハ本条例ノ定ムル処ニ依リ需用者ニ供給スルモノ
トス、 











       但、白熱灯ノ取付及廃除工事ニ各別ノ手数ヲ要スル場合ハ更ニ相当ノ工料
ヲ増徴ス、 
       臨時灯孤光灯及電動機ハ取付ノ難易ニ応ジ其都度相当ノ工料ヲ定メ徴収ス
ルモノトス、 






















五燭 三五〇 四〇〇 四五〇 三〇 二五 二〇 
十燭 六〇〇 六五〇 七〇〇 四〇 四〇 三五 
十六燭 九〇〇 九五〇 一、〇〇〇 七〇 六〇 五〇 
二十四燭 一、二〇〇 一、二五〇 一、三〇〇 九五 八〇 六五 
三十二燭 一、五〇〇 一、五五〇 一、六五〇 一三〇 一一〇 九〇 
五十燭 二、二五〇 二、三〇〇 二、四〇〇 二二〇 一八〇 一五〇 
百燭 四、一〇〇 四、一五〇 四、三五〇 四〇〇 三四〇 二六〇 












一三〇 一二〇 一一〇 一〇〇 
















127 宮城県『明治四十四年 市町村 市町村制、町村条例、市会、市歳入出、町村吏員、町村有財産』（宮
城県図書館所蔵）、および仙台市役所『明治四十三年 電気事業許可申請書類 附取下書類（仙台市電気
部）』99～102 ページ。 
128 仙台市役所『明治四十三年 電気事業許可申請書類 附取下書類（仙台市電気部）』5～6 ページ。 
129 この出願書の全文は宮城県『明治四十四年 市町村 市町村制、町村条例、市会、市歳入出、町村吏
員、町村有財産』（宮城県図書館所蔵）に収録されているため、そちらを参照されたい。 
130  しかし、その後、関係省庁などからの認可がなかなか下りない状況が続いていた。たとえば、「電力
市営認可に就て」（『河北新報』1910 年 3 月 19 日）では「仙電買収及起債は主務省に於いて綿密なる調
査を要し本市の申請書類中不備の点少からざる趣にて未だ認可の指令を受くるに至らざる…（後略）」
と述べられているほか、「市営電力市債」（同 1910 年 4 月 29 日）では「仙台市に於いて電力事業市営
に関し其筋に百四十万円の市債認可申請中なるが右につき遠藤市長は数次上京して具申する所ありしも
今尚ほ認可の指令に接せず」と述べられている。また、「市営電力認可期」（同 1910 年 5 月 24 日）に
おいて、遠藤庸治は、仙台市の提出した書類は逓信省・大蔵省・内務省の各省庁の許可・認可が必要で
あるが、それを受けるには時間がかかるというような発言を行っている。 
131 印刷局『官報』第 8334 号（1911 年 4 月 7 日発行）155～168 ページ、および「市制町村制ヲ改正ス」






 そのような中、同年 6月 8日、先に内務大臣・大蔵大臣に提出された「電灯並電動力使用
料条例」（仙台市電灯並電動力使用料条例）が許可を受けた。その文書は以下の通りである。 
 
    内務相地第一三八四号 
    明治四十四年一月七日仙台市庶第一〇〇号稟請宮城県仙台市条例電灯並電
動力使用料ニ関スル件許可ス 
         明治四十四年六月八日 
            内務大臣法学博士男爵 平田東助 
            大蔵大臣公爵     桂太郎 




        明治四十四年六月八日 
          内務省地方局長 床次竹二郎 ㊞ 
          大蔵省主税局長 菅原通敬 ㊞ 
       宮城県知事 寺田佑之殿（後略）133 
 
これを受けて、1911（明治 44）年 6月 19日、仙台市は「仙台市営電燈並電動力使用料条
例」を公布した134。 
その約１ヶ月前の同年 5月 30日の仙台市会には「第六〇号議案 市営電気事業ニ関スル




       仙台電力株式会社ヨリ買収スベキ電気事業ノ物件中、市外ニ属スルモノハ、
全部契約ヲ以テ買入価格以上ニ於テ之ヲ売却シ、其営業ハ市ニ於テ経営セザ
 
132 このことについては、「市制改正」の「第二章 市会」（第 13 条～第 63 条）、「第三章 市参事会」（第
64 条～第 71 条）、「第四章 市吏員」（第 72 条～103 条）、および「市制町村制理由」（『法令全書』明
治 44 年）、仙台市史編さん委員会編『仙台市史 通史編 7 近代 2』仙台市、2008 年、18～21 ページ
などを参照のこと。 


























44）年 6月 10日に起債の認可を受けた137。 







135 仙台市役所『大正元年 宮城紡績電灯株式会社買収関係書類』1912 年、22～23 ページ。なお、下線
は引用者による。 





りについては、宮城県『明治四十五年 大正元年 市町村 仙台市電気事業起債 二ノ一』（宮城県図
書館所蔵）にも掲載されているため、そちらも参照されたい。 
137 その認可の状況は、「電力事業起債認可」（『河北新報』1911 年 6 月 11 日）に記載されている。ここで
も、「仙台電力株式会社より買収すべき電気事業の物件中、市外に属するものは、全部契約を以て買入
価格以上に於て之を売却し、其営業は市に於て経営せざるものとす」ることなどが報じられた。 




 同年 6 月 28 日には、仙台市が同年 2 月 24 日に提出した「電気事業譲渡之儀ニ付申請」
が以下の通り認可された。 
 
     電第二二一五号 
            譲渡人 仙台電力株式会社 
            譲受人 仙台市 
     明治四十四年二月二十四日付申請電気事業取締規則第一条第一号ノ電気事業譲
渡ノ件認可ス 
     但シ仙台市ハ譲渡人ニ下付セル明治四十一年四月十七日付逓第二二八四号ノ二
命令書ノ条項ヲ遵守スル義ト心得ベシ 
      明治四十四年六月二十八日 
           逓信大臣男爵 後藤新平 ㊞140 
 
これに基づき、そして 1911年 7月 1日より、市営電気事業が開業する運びとなった。そ
の後、7月 3日に仙台市電気部が新設されたほか、仙台電力株式会社への買収契約金の払い











139 1911 年 6 月 14 日の仙台市会に先立ち、同年 6 月 10 日の仙台市参事会では「第四〇七号議案 市営電
気事業調査依嘱の件」が提起され、翌 11 日に原案可決されている。 
140 仙台市役所『明治四十四年 仙台市会会議録』157 ページ。この中の「逓第二二八四号ノ二命令書」
とは、仙台電力株式会社の発起人等が電気事業経営を逓信省に申請し、同省からその認可を通達された
ものである（仙台市役所『自明治四十四年 至大正三年 逓信省管理局指令綴 旧仙台電力株式会社
分』2～11 ページ）。 
141 この間、仙台市では 1911 年 7 月 10 日付で逓信省へ電気事業経営について申請し、同月 26 日にその
認可を受けた（仙台市役所『自明治四十四年 至大正元年 電気事業供給ニ関スル書類』54 ページ）。
また、同年 8 月 7 日には、仙台市長遠藤庸治と仙台電力株式会社社長白石廣造の連名で、逓信大臣宛て
































143 宮城県『明治四十四年 市町村 市町村制 町村条例 市会 市歳入出 町村吏員 町村有財産』（宮
城県図書館所蔵）を参照のこと。これはおそらくその後の仙台市営電気事業における碁石川発電所の建
設計画の前身となったと考えられる。 
144 山川の報告書については、仙台市役所『明治四十三年 山川博士調査書』にくわしい。 
145 仙台市役所『仙台市営電気事業一斑』（1916 年）7～8 ページ。 
146 その後、仙台市側は、1911（明治 44）年 9 月に宮城紡績電灯株式会社側に対して 140 万 6400 円の買
収金額を提示するが、会社側はこれを固辞している。この動きについては、仙台市『仙台市電気事業
史』（1943 年）、65～67 ページを参照されたい。 
147 この経緯については、宮城県知事に提出された「市営電気事業ニ関シ紡績電灯会社ニ対スル交渉顛末
書」（仙台市『仙台市電気事業史』1943 年、62～63 ページ）を参照のこと。 
















うにあたり、当初は 140 万円で 2 つの民間電気会社を買収し、残金を事業拡張費に充てる
としていたものの、宮城県知事の調停によると宮城紡績電灯株式会社の買収費用が予定よ
りも増額していることから「市参事会の無責任極まれりと思ふ」という批判的な意見が出さ











150 「不調と市の態度」、『河北新報』1911 年 8 月 25 日。 









153 「強制買収可決」、『河北新報』1911 年 9 月 1 日。その後も仙台市と宮城紡績電灯株式会社とのあいだ
で数回にわたって交渉が行われたが、いずれも不調に終わっている。これについては、「紡電に再交







 1911（明治 44）年 10 月 20 日、宮城紡績電灯株式会社の買収に関する裁定を申請した。
その稟請書は以下のとおりである。 
 

























154 仙台市役所『明治四十五年 大正元年 宮城紡績電灯株式会社買収関係書類』55～57 ページ。 
155 「電力市営問題」、『河北新報』1912 年 1 月 27 日。 
156 その間、市民大会や仙台商工会では、仙台市が宮城紡績電灯株式会社を買収することに対して反対を
表明するものも少なくなかった。たとえば、1911 年 11 月 29 日の『河北新報』では、「市民問題と市民
大会」という見出しで、仙台市の買収案は以前決議した予算を超過したもので「全然無謀の妄挙」であ
り、仙台市の財政を根本から「破壊する結果を生じ」させるうえに市民の負担も重くなるため、「買収
中止の手段を」とるべきとして買収反対を表明し、それが 12 月 3 日に行われた市民大会で決議された
（これについては「市民大会の通牒」『河北新報』1911 年 12 月 2 日なども参照のこと）。そして 12 月
中旬には仙台市長遠藤庸治に要望しているが、遠藤は「事業の将来に就きては十分に考究すべき旨を告
げ」、買収の続行を表明している（「委員と市長の会見」、『河北新報』1911 年 12 月 18 日）。また、仙台
41 
 
1912 年 6 月中旬、逓信省は独自の本格的な実地調査を行い、宮城紡績電灯株式会社の財
産などは 173万 8000円と査定され、その金額をもって仙台市に売却することを宮城紡績電
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よりて市営を為すべし」といった意見も相次いだ（「電力市営問題」、『河北新報』1912 年 1 月 25 日。
なおこの記事は、1 月 25 日から 1 月 28 日まで 4 回にわたって連載されている）。 
157 この総会の様子は、宮城紡績電灯株式会社「臨時株主総会決議録謄本」1912 年 7 月 25 日（宮城県
『明治四十五年 大正元年 市町村 仙台市電気事業公債 二ノ一』〔宮城県図書館所蔵〕所収）を参照


















           明治四十五年六月二十五日 
仙台市長 遠藤庸治 ㊞ 
宮城紡績電灯株式会社 















大正元年 市町村 仙台市電気事業公債 二ノ一』〔宮城県図書館所蔵〕所収）。そのほか、『河北新













 その後、1912（明治 45）年 7月、仙台市会は、先に制定した仙台市電気事業公債条例を




 1912（大正元）年 8 月 3 日には、仙台市長と宮城紡績電灯株式会社社長が連名で「電気
事業譲渡許可申請書」を逓信大臣に提出し、11月 30日には「認可及命令書」を受けた。そ
して 12月 5日には宮城紡績電灯株式会社の事業譲渡が正式に認可を受け、12月 24日には
同社から仙台市に「引渡書」が提出され、事業譲渡が完了した162。なお、同社に対する買収
金の支払いは、12 月 4 日に内渡金として 13 万円を支払ったのち、1913（大正 2）年から
1915（大正 4）年にかけて残りの金額が支払われた163。 















次郎口述・小西利兵衛編集『仙台昔話電狸翁夜話』〔大正 14 年の復刻版〕、宝文堂、1990 年、425 ペー
ジ）。 
163 この買収金は、のちにみる特別会計電気事業費歳出（臨時部）の「既設会社買収費」にあたる部分で
あり、1912（大正元）年度には 20 万 1072 円 49 銭、1913（大正 2）年度には 21 万 1000 円、そして
1915（大正 4）年度に 135 万 7000 円、合計 176 万 9672 円 49 銭となっている（仙台市『仙台市事務報



























































第１節 明治 40 年代仙台市における近代的都市基盤整備とその財源問題 
 
１．「五大事業」の展開と仙台市財政 














ると特に顕著にみてとれる。たとえば、1910（明治 43）年度の歳出総額は約 23 万 4870




いることである（図２－１）。たとえば、1910（明治 43）年度の歳入総額は約 24 万
2990 円であるが、そのうち市税収入は約 13 万 0323 円（全体の 53.6 パーセント）、交
付金・補助金はあわせて約 2 万 8846 円（同 11.8 パーセント）、借入金・負債は 2 万






















169 特別税電柱税は、1907（明治 40）年 2 月の仙台市会に「仙台市特別税電柱税条例」が提案され、同月
中に可決されたものである（「当市特別税電柱税条例」、『河北新報』1907 年 2 月 17 日など）。これは同
年 5 月に施行されたが、そのなかで「仙台市内の道路に電柱を建設し電灯又は電力供給の営業を為すも
のには本条例に依り電流税を賦課徴収す」ること（第 1 条）、「電柱税は電柱一本に付年税金 50 銭と


























170 その結果として、各種事業公債の発行を抑制する動きもみられた。たとえば、1910（明治 43）年 1 月





料の徴収なども企図された（「市債は遂に見合せ」、『河北新報』1910 年 1 月 24 日）。 
171 そのことについては、のちの 1919（大正 8）年 2 月 16 日の『河北新報』で「仙台市々区改正は多年
の懸案にて、遠藤市長時代既に之れが計画を樹立し、市会の議決を経たるも財政其他の関係上実施に至
らず……（後略）」と報じられていることからも明らかである（「愈々市区改正実施計画」）。 
172 前注 63 参照。 
173 仙台電灯株式会社および宮城紡績電灯株式会社の趨勢については本論文の第 1 章第 2 節のほか、安孫






























改造―都市改造の起源 1850 年～1918 年―』（ミネルヴァ書房、2006 年）、伊藤之雄『「大京都」の誕
生―都市改造と公共性の時代 1895～1931 年―』（同、2018 年）などを参照されたい。 
175 櫻井良樹「第二次桂内閣の市制改正について」、日本歴史学会編『日本歴史』第 487 号、1988 年、76
ページ。 
176 持田信樹「日本における近代的都市財政の成立（二）」、東京大学社会科学研究所『社会科学研究』
（1985 年）、68 ページ。 

































『官報』第 8334 号（1911 年 4 月 7 日発行）155～168 ページ、および「市制町村制ヲ改正ス」、内閣『公
文類聚第三十五編 明治四十四年 第二巻 政綱二 地方自治二〔市町村制〕』、国立公文書館デジタル
アーカイブ資料）。 
178 「市制改正」（法律第 68 号）、『法令全書』第 4 号、1911 年、148 ページ。 
179 自治館編輯局『改正市制町村制逐條示解』（改訂 54 版）自治館、1912 年（復刻版：五十嵐鑛二郎・松
本角太郎・中村淑人著『改正市制町村制逐條示解』〔改訂 54 版〕第 2 分冊 地方自治法研究復刊大系第
38 巻 日本立法資料全集別巻 728、信山社、2011 年）916 ページ。 
180 自治館編輯局『改正市制町村制逐條示解』（改訂 54 版）、自治館、1912 年（復刻版：五十嵐鑛二郎・
松本角太郎・中村淑人著『改正市制町村制逐條示解』〔改訂 54 版〕第 2 分冊 地方自治法研究復刊大系











巻第 6 号、1985 年、67 ページ）。また、大坂健も同様の指摘をしており（大坂健『地方公営企業の独
立採算制』、昭和堂、1992 年）、それゆえ市制改正における特別会計設定の意味を考える際には、これ
らの指摘にも留意しておくべきであろう。 
181 仙台市営電気事業の事業開始にあたり、「仙台市営電灯並電動力使用料条例」（1911 年 6 月）、「仙台市
電気部設置規程」（同年 7 月）、「仙台市電気使用料細則」（1912 年 2 月）が制定されている。また、特
別会計電気事業積立金を設置するにあたっては、「仙台市電気事業積立金条例」（1915 年 7 月）が制定









1911（明治 44）年 7月に発足し、翌 1912（大正元）年 12月から本格的な事業経営をス
タートさせた仙台市営電気事業は、その後、電気供給体制の拡充をすすめるべく設備投資を
すすめていった。その結果、発足当初の 1911年の電灯需要数 5960に対し、1915（大正 4）




計電気事業費からもうかがえる。表２－１は、1911（明治 44）年度から 1928（昭和 3）年
度までの特別会計電気事業費の歳入・歳出の大まかな推移を示したものであるが、これをみ
るように、特別会計電気事業費の最大の収入源であった電気事業収入（「使用料及手数料」）
をみてみると、1911 年度には約 3 万 3037 円であったものが、10 年後の 1921（大正 10）
年度には約 91 万 0194 円へと増大している。電気事業の経営状態を計るために、特別会計
電気事業費歳入に対する同歳出（経常部・臨時部。公債費も含む）の比率をみると、1911年
度 69.09 パーセント、1912 年度 98.9 パーセント、1919 年度 67.05 パーセント、1921 年
度 60.04パーセント、1925年度 53.01パーセントとなっている。また、同事業発足当初か
ら 4 回にわたって発行された起債の償還183も順調に行われ、1918（大正 7）年 3 月までに
はそれらがすべて終了していた。その結果、1918 年度から 1926（大正 15・昭和元）年度
までは特別会計電気事業費の歳入出の黒字を計上していた。このことから、順調な経営を行
っていたことがわかる。 






史』（1943 年）97～122 ページに全文が掲載されているので、そちらを参照されたい。 
182 電灯需要数および供給区域の詳細は第 3 章で言及する。 
183 1907（明治 40）年 12 月以降、4 回にわたって行われた公債の発行は、おもに「電気事業経営費」に
充当するためのものであった。とくに第 1 回目の公債発行は、仙台市が民間の電気会社を買収するため
に行われたものであった。詳しくは、仙台市『仙台市事務報告書』各年版、同『仙台市電気事業史』
（1943 年）845 ページ、仙台市史編纂委員会編『仙台市史 2 本篇 2』（仙台市役所、1955 年）810～
811 ページを参照されたい。 






































電気事業積立金条例」、仙台市『仙台市電気事業史』1943 年、121～122 ページ所収）。 
























巻第 6 号、2010 年、1～34 ページ）などを参照されたい。 
190 「天祐」という言葉は、1914（大正 3）年 8 月、当時元老を務めていた井上馨が「欧州大戦の勃発こ
そ大正新政に於ける我が帝国の世界的発展を期する絶好の機会である」（井上馨侯博記編纂会『世外井




   二、此天祐ヲ全ウセンガ為ニ、内ニ於テハ此年囂々タリシ廃減税等ノ党論ヲ中止シ、財政ノ基礎ヲ
強固ニシ、一切ノ党争ヲ排シ、国論ヲ世界ノ大勢ニ随伴セシムル様指導シ、以テ外交ノ方針ヲ確
立セザルベカラズ。 





上公伝』第 5 巻、原書房、1968 年、367～369 ページ） 
191 1918（大正 7）年 2 月 22 日、仙台市会において、全 4 条からなる「交通調査委員設置規則」が提出さ
れ、2 月 27 日に可決された。この規則は「仙台市街鉄道又ハ仙台市ヲ起点トスル軌道其他ノ交通調査
ノ為」（第一条）に設置されたものであり、それにもとづき同年 3 月末に交通調査委員会が設置された
（仙台市会『大正七年 市会決議録』）。こうして仙台市における市街電車（市電）の建設に関わる調査


























192 仙台市史編さん委員会編『仙台市史 通史編 7 近代 2』（仙台市、2009 年）42 ページ。そのことに
ついては、1919（大正 8）年 2 月 16 日の『河北新報』が、「仙台市々区改正は多年の懸案にて、遠藤市
長時代既に之れが計画を樹立し、市会の議決を経たるも財政其他の関係上実施に至らず…」と述べてい
るとおりである（「愈々市区改正実施計画」）。 




194 大正期の仙台市の財政については、仙台市史編さん委員会編『仙台市史 通史編 7 近代 2』（仙台
市、2009 年）29～48 ページに詳しいので、そちらも参照されたい。 
195 なお、当該期における全国の府県・市・町村の歳出の膨張の割合については、大川一司編『長期経済
統計 7 財政支出』（東洋経済新報社、1966 年）166～167 ページを参照されたい。また、仙台市史編さ




197 県税雑種税付加税は 1902（明治 35）年度に新設されたものであるが、当初、仙台市一般会計歳入の
市税収入に占める割合は 8.4 パーセントとなっていた。しかし、1910（明治 43）年度からその割合が
















198 仙台市史編さん委員会編『仙台市史 通史編 7 近代 2』（仙台市、2009 年）30 ページ。 




200 それに至るまでには種々の議論がなされている。まず、1919 年はじめには、仙台市の 1919 年度予算
が「大膨張」することが予想されるが、それに見合う財源を市税から捻出することは困難であるとし、
「明年度に於て愈財源逼迫するに至らば電灯料金の値上を実行するの外な」いという世論が紹介されて
いる（「市予算大膨張 財源捻出困難」、『河北新報』1919 年 1 月 1 日）。これは、その後の予算編成に
際してたびたび述べられることであるが、それだけ仙台市財政が疲弊し、それを打開するための方法と
して、仙台市営電気事業の低廉な電気料金に注目されていたことがわかる。 





















1919（大正 8）年 2月 18日、当時の仙台市長山田揆一は、仙台市会において「市区改正
事業資金設置及管理規則」を提議した201。このとき提示された規則は以下の通りである。 
 
    第四十五号議案 市区改正事業資金設置及管理規則 
 第一条 市区改正ニ要スル事業資金ニ充ツル為メ市区改正事業資金ヲ設置ス、 
         本資金ハ特別会計ヲ設ケ之ヲ管理ス、 
      第二条 本資金ニ編入スヘキモノ左ノ如シ、 
           一、電気事業ヨリ生スル利益繰入金 
           二、本資金ヨリ生スル収入 
          但、第一項ノ繰入額ハ毎年度之ヲ定ム 
      第三条 本資金ハ市区改正事業ニ着手スルマテ蓄積ス、但、着手前ト雖モ用地
ノ買収費ニ使用スルコトヲ得、 
      第四条 本資金ハ公債証書其他ノ有価証券ニ換ヘ、又ハ確実ナル銀行ニ利付
預ケト為シ、若ハ郵便貯金預ト為スヘシ、 
      第五条 本資金管理ノ為メ特ニ要スル費用ハ本資金ヨリ生スル収入ヲ以テ之
ヲ支弁ス、 
      第六条 本資金ノ歳入出ハ毎年度予算ヲ以テ之ヲ定ム、 
           附則 
      本規則ハ大正八年度ヨリ之ヲ施行ス 
      右市参事会ノ審査ヲ経、提出候也、 
               大正八年二月十八日 
                 仙台市長 山田揆一 
       大正八年二月二十六日朱書ノ通修正決議 
           説明 










201 この日の市会の様子は、「仙台予算市会」（『河北新報』1919 年 2 月 20 日）にも掲載されている。 



























203 仙台市会『大正八年 仙台市会会議録』仙台市役所（以下、『大正○年 市会会議録』と表記する）。
ちなみに同様の提案は、前年 1918（大正 7）年の市会でも行われていたが否決されている（仙台市会
『大正七年 市会会議録』）。 
204 仙台市会『大正八年 市会会議録』136 ページ。 









懸念を表明している（仙台市会『大正八年 市会会議録』143 ページ）。 
207 仙台市会『大正八年 市会会議録』144 ページ。 
208 「市予算委員会 電灯値上至難」、『河北新報』1919 年 2 月 22 日。 































210 「電灯値上 市区改正と分離 条件付にて可決」、『河北新報』1919 年 2 月 23 日。 
211 「電灯料値上調和か」、『河北新報』1919 年 2 月 24 日。 
212 「電灯料値上と鹽釜町」、『河北新報』1919 年 2 月 24 日。 






















 その後、大堀発電所の建設は、当初の予定から大幅に遅れたものの219、1919年 8月 10










217 仙台市会『大正八年 市会会議録』199 ページ。 




6 月 9 日、「市民有志大会」、同 6 月 12 日など参照）や、昭和初期の仙台市と名取郡長町および宮城郡
原町などとの合併の際、長町・原町側から仙台市側に提出された「長町及原町希望事項」のなかに「電
灯料及原動力使用料ハ市内同額トセラレタキコト」とあることからもうかがえる。 
219 当初は 5 月頃に竣工予定であったが、物価高騰にともなう原材料の確保の難航、農繁期による人手不
足などの影響により、たびたび工事が遅れたようである（「大堀発電遅延」、『河北新報』1919 年 5 月
14 日、「大堀落成延期 工事休止の姿」、同 6 月 16 日など）。 
220 しかしながら、大堀発電所が送電を開始した後も電力供給不足の解消にはつながらなかったようで、
逓信大臣の「厳命」を受けるに至っている（「市の電気事業に逓相の厳達」、『河北新報』1919 年 12 月
4 日）。また、電気供給不足を非難するような世論も度々登場している。 
221 「市電灯料値上 来月より実施」（『河北新報』1919 年 11 月 29 日）、「電灯電力料の値上は明日より」






 ここでは、1921年 2月から 4月までの期間に、仙台市会において行われた電気料金値上
げに関する一連の議論についての検討を行うこととする。 
 
（１）1921（大正 10）年 2月 16日～17日の市会 














数料を新設するという理由から、1919 年 12 月 26 日の仙台市会に「仙台市電灯並電動力使用料条例中
改正ノ件」が提出され、決議された（仙台市会『大正八年 市会会議録』）。このとき新設された使用者
名義変更の手数料は、電灯 1 個につき 10 銭、電動機 1 基につき 1 円、電熱その他の装置 1 つにつき 20
銭とされた（「仙台市営電灯並電動力使用料条例中改正ノ件」、仙台市『仙台市電気事業史』、1943 年、
181 ページ所収）。 




225 ちなみに、当時、市町村が市債を発行する場合や増税を行う場合は、市制改正第 166 条にもとづき、
内務大臣および大蔵大臣の許可が必要であった（「市制改正」、『法令全書』第 4 号、1911 年、153～154
ページ〔法律第 68 号〕）。 
226 仙台市会『大正十年 市会会議録』40～41 ページ。なお、このときの市税の状況と起債について、






































ヲ立テタノテアル」（仙台市会『大正十年 市会会議録』42 ページ）。 
228 仙台市会『大正十年 市会会議録』45 ページ。 




『大正十年度 市会会議録』59～60、62 ページ）。 









（２）1921（大正 10）年 2月 26日～27日の市会 

















（３）1921（大正 10）年 3月 30日と 4月 15日の市会 
 同年 2月 27 日の市会決議を受けて、約 1 ヶ月後の 3 月 30 日に開かれた仙台市会236にお
いては、「仙台市営電（気）








234 仙台市会『大正十年 市会会議録』125～126 ページ。 
235 仙台市会『大正十年 市会会議録』237 ページ。これ以降、予算編成の時期には、電気事業からの繰入
について議論がなされている。このことについては、仙台市会『市会会議録』各年版を参照されたい。  
236 決議されてから約 1 ヶ月も経過している理由は、同年 3 月 2 日に「南町大火」が発生したためであ
る。 
237 正確には「仙台市営電灯並電動力使用料条例中改正ノ件」であろうが、ここでは仙台市会『大正十年  
仙台市会会議録』163 ページの記述（「第五十一号議案 仙台市営電（気）
（ マ マ ）
灯並電動力使用料条例中改
正ノ件」）にならうものとする。 

























 その後、数回にわたる調査委員会244の開催を経て、1921 年 4 月 15 日にもふたたび仙台
市会が開かれた。そこでは「仙台市営電（気）












240 仙台市会『大正十年 市会会議録』175～176 ページ。 
241 仙台市会『大正十年 市会会議録』176～177 ページ。 
242 仙台市会『大正十年 市会会議録』177 ページ。 
243 同上。 
244 第 1 回の調査委員会は 1921（大正 10）年 4 月 2 日に開催されたが、出席者が「定数に満たざる為め







からずとの二理由から原案可決とな」った（「電灯値上 委員会は可決」、同 4 月 6 日）。そして、この


































略）」（仙台市会『大正十年 市会会議録』231 ページ）。 
248 仙台市会『大正十年 市会会議録』233 ページ。 
249 同上。 
250 これは、大正中期、仙台市と宮城県とのあいだで行われたもので、1919（大正 8）5 月、当時の宮城
県知事森正隆が、県内の産業発展の阻害を防ぐために県内の電気事業を統合して県営電気事業を設立す
るという構想を提示したことに端を発するものである。その後、仙台市との話し合いが重ねられた結
果、1923（大正 12）年 3 月、市営電気事業の有する郡部（名取郡長町、宮城郡原町・七北田村の一部
を除く）の供給区域、白石発電所をはじめとする工作物や営業権など、仙台市が有していた郡部財産の
ほとんどを 162 万 8000 円で宮城県が買収し、県営電気事業を発足することとなった。この経緯につい
て、詳しくは安孫子麟「宮城県の電気事業」（白い國の詩編『東北の電気物語』、東北電力株式会社、
1988 年）367～375 ページ、および高橋芳紀「戦前東北地方における公営電気事業―仙台市・宮城県を















5 月 14 日にこの「仙台市営電（気）
（ マ マ ）
灯並電動力使用料条例中改正ノ件」の許可申請が内務




金額をみると、1921（大正 10）年度には約 16万 3529円であったものが、1925（大正 14）












251 仙台市会『大正十年 市会会議録』235～236 ページ。 
252 仙台市『大正十年度 仙台市事務報告書』178 ページ。ちなみに、その後、電気料金の値下げの問題
も登場してくる。これについては、仙台市『仙台市電気事業史』（1943 年）を参照されたい。 
253 仙台市『仙台市一般会計特別会計歳入歳出決算書』各年版を参照のこと。 































































 第 1 章でもすでに述べたが、仙台市営電気事業の成立時の動きについて簡潔に述べてお
こう。 









 その後、仙台市営電気事業は 1911（明治 44）年 7月に成立し、翌 1912（大正元）年 12
月以降、低廉かつ安定的な電気供給を行う公共事業体として本格的な事業展開を行ってい
くこととなる。 



























1907 年 8 月 8 日）を参照のこと。 
257 「市営事業と市会」、『河北新報』1910 年 12 月 21 日、および「市営電力事業予算」同 12 月 22 日。




































第 22 号、2001 年）69～99 ページを参照されたい。 
260 長町・原町は仙台市との合併以前から仙台市営電気事業の供給区域に含まれていたが、南小泉は供給
区域に含まれておらず、1929（昭和 4）年 2 月に再び供給区域に組み込まれることとなる。 
261 なお、名取郡長町との合併の経緯については、仁昌寺正一「資料 昭和 3 年仙台市と名取郡長町の合






































制）ために 1941（昭和 16）年の配電統制令によって 1942（昭和 42）年 4 月に発足した九配電株式会
社のひとつである。 




























266 『大正二年 仙台市会決議録』によれば、仙台市は、同年 11 月の時点で、山三カーバイド株式会社、
日本カーボン商会、東京製綿株式会社と電力供給に関する契約を結んでいるほか、仙台製糸株式会社と
の間に「電力供給ニ関スル件」として電力使用料などについての諮問を行っている。ここから、同市
は、少なくともこれら 4 つの会社に電力の供給を行っていたと考えられる（仙台市会『大正二年 市会
決議録』）。 
また、1921（大正 10）年度末現在における「用途別電力装置個数」をみると、電動機の設置個数の
総数は 719、電動機の種類は 63 となっている（仙台市電気部『大正十年度電気事業報告書』付表 9～
14 ページ）。そのなかでも精米用の電動機が最も多く、設置総数は 275 個となっている。このほか、ポ
ンプ用電動機 87 個、機業用電動機 43 個、製材用電動機 33 個、印刷用電動機 31 個、綿打用電動機 31
個、鉄工用電動機 22 個などが見受けられる。ちなみに、この電動機のほとんどが工業用である。ま
た、1926（大正 15）年 11 月に開通した市電にも電動機が取り付けられているが、1928（昭和 3）年度
末現在における車輌取付電動機数は 60 個（1 個あたり 25 馬力）となっている（仙台市電気部『昭和三
年度 電気事業報告書』付表 87 ページ）。 
267 大崎水電株式会社への電気供給をいつから行っていたかは今の段階では不明であるが、仙台市電気部
『大正十一年度 電気事業報告書』によれば、少なくとも 1922（大正 11）年度までは供給を行ってい
ることを確認しうる。また、同様に、日本カーボン商会や若生電機株式会社に対しては、1923（大正
12）年度まで電気供給を行っていることを確認しうる（『大正十二年度 電気事業報告書』）。 
























事業―仙台市・宮城県を中心に―」、東北学院大学大学院経済学研究科『経済研究年誌 第 22 号』、
2001 年、87 ページ）。 
270 宮城郡七北田村の一部には三居沢地区も入っている。三居沢には市営電気事業の発電所があったた
め、便宜上、仙台市はこの地域を市営電気事業の供給区域として残したと考えられる。むろん、それだ











たからである」と述べている（仁昌寺正一「資料 昭和 3 年仙台市と名取郡長町の合併」、東北学院大
学東北産業経済研究所『東北学院大学東北産業経済研究所紀要』第 30 号、2011 年、82～83 ページ）。 
272 仙台市が市営電気事業を開始した 1911（明治 44）年時点で、仙台市が有していた発電所は、仙台電
力株式会社から引き継いだ大倉発電所（出力 750 キロワット）のみであった。その後、宮城紡績電灯株
式会社を買収したことにより、三居沢第二発電所（1910〔明治 43〕年完成、最大出力 1000 キロワッ












れた275。大堀発電所の建設の場合、1917（大正 6）年 2月 28日の仙台市会で可決され、そ
の後さまざまな事務手続きを経たのち、1919（大正 8）年 1月 8日に着工された。そこでの
工事は順調にすすみ、同年 8 月 10 日に落成した276。そして 8 月 29 日から仮使用のための
送電が開始され、同年 10月 24日から本格的な運転が開始された。 
次に建設されたのは碁石川発電所であった277。この発電所の建設計画は、大堀発電所の建
 
273 宮城郡大沢村大字芋沢大堀に建設されたこの発電所の最大出力は 1000 キロワットであった。建設費用
31 万 8000 円は電気事業公債でまかなうこととなり、その償還には「事業収入」、すなわち特別会計電
気事業費からの支出が充てられることとなった。 
274 仙台市『仙台市電気事業史』（1943 年）141 ページ。ちなみに、大堀発電所の建設計画を進めるにあ
たって、1917（大正 6）年 4 月 10 日の市会で「大堀発電所建設委員設置規程」が可決されている。こ
れによると、この委員は、大堀発電所の建設事務に参与すること（第一条）、委員は参事会 2 名、市会










276 落成日について、仙台市『仙台市電気事業史』（1943 年）145 ページでは「八月八日」となっている
一方、仙台市『仙台市事務報告書』（1919 年度）では「八月十日」（同書 155 ページ）となっており、
記述が異なっている。しかし、『仙台市電気事業史』所収の「電気工事落成届」（同書 157 ページ）で
は、「大正八年一月八日工事着工仕候電気工事、本日落成仕候……大正八年八月十日」となっているこ
とから、8 月 10 日に落成したものと考えてよい。 
277 碁石川発電所は、宮城県名取郡秋保村大字湯元字除（現・青葉区秋保）に建設されたもので、最大出力
は 1500 キロワット（常時使用 1000 キロワット）であった。なお、碁石川発電所の概要については、の
ちに仙台市『仙台市公報』第 6 号（1935〔昭和 10〕年 7 月 1 日）に以下のような概要が掲載されている













同発電所の建設については、1918（大正 7）年 10 年の仙台市会で可決された。そして、
1920（大正 9）年 4月に逓信大臣の許可を得て、同年 10月 24日の着工となった。その後、
工事は物価高騰の影響などにより資材調達の遅延がみられ一時難航するが280、1923（大正
12）年 10月 25日には竣工した。そして同年 11月 15日に落成届が逓信省に提出され、11











278 仙台市『仙台市電気事業史』（1943 年）163 ページ。なお、同様の理由については、同『仙台市事務
報告書』1919 年度、155 ページなどにも記載されているため、そちらも参照されたい。 





280 その間の動きについては、仙台市『仙台市電気事業史』（1943 年）、および宮城県『大正十三年 土木 
水力電気 仙台市碁石川四ノ一』（宮城県公文書館所蔵）を参照のこと。 


































285 その後、土樋火力発電所は 1927（昭和 2）年 12 月に、最大出力 2000 キロワットから 2500 キロワッ
トに変更する申請を提出し、翌年 1 月に認可を受けている。 






288 仙台市『仙台市電気事業史』（1943 年）、301 ページ。 
289 その後、発電設備の増設などがなされた結果、1941（昭和 16）年時点の発電量は、三居沢発電所
1000 キロワット、大堀発電所 1000 キロワット、大倉発電所 1270 キロワット、土樋火力発電所 2500
キロワット、計 5770 キロワット（常時出力）となっている（東北電力株式会社『東北地方電気事業




291 仙台市『仙台市電気事業史』（1943 年）343 ページ、および同『仙台市事務報告書』、仙台市電気部
『仙台市電気事業報告書』を参照。 





























ることはできないが、1909（明治 43）年 9 月 28 日の『河北新報』では、すでに以下のような記事が掲
載されている。 


















































297 図３－８が 2 つに分かれているのは、1934（昭和 9）年度に款項目が整理され、新しい科目が設定さ
れたためである。このグラフでは、便宜上、新旧の科目に対応するものについては同色に統一して示し
ている。 






























301 このほか、1923（大正 12）年度および 1924（大正 13）年度に「財産売却代」という科目があること
が注目される。これは、1923 年 3 月に、市営電気事業の郡部財産のほとんどを宮城県営電気事業に売
却した結果として得られたものである。これによって、仙台市は売却金額 162 万 8000 円のうち 42 万
円を「財産売却代」として計上したうえで、市電敷設のための費用に充当したのである。その結果、
1926（大正 15）年 11 月に仙台停車場前－南町通－大町一丁目（仙台市公会堂前）間（約 2 キロメート
ル）、東五番丁－荒町間（約 1.2 キロメートル）で市電が開通し、1928（昭和 3）年には市内循環線な
どが開通した。その後、市電を利用する人が増加するにともない、その運賃収入が増加していった（仙
台市『仙台市事務報告書』1926 年度～1945 年度、および同『仙台市統計書』各年版を参照のこと）。
1928 年度以降は「電車収入」（1934 年〔昭和 9〕度以降「電気軌道事業収入」）も大きな割合を占める
ようになっている。 
302 図３－８と同じく、図３－９が 2 つに分かれているのは、1934（昭和 9）年度に款項目が整理され、
新しい科目が設定されたためである。ここでは、便宜上、新旧の科目に対応するものについては同色の
ものに統一して示している。 





































305 仙台市『大正四年度 仙台市事務報告書』電気部主管 4 ページ。ちなみに、このことについて、仙台
市『仙台市電気事業史』は、「欧州戦乱」の影響により「内国金融モ亦硬塞セシ」状態のため、「金利の
昂騰に依り……募債困難とな」ったと説明している（同書 106 ページ）。 
306 仙台市『大正四年度 仙台市事務報告書』電気部主管 4 ページ。 
79 
 
支弁シ、残百二十万円ヲ年利七分ヲ以テ募集スルノ計画ヲ樹テ」307られ、同年 10 月 25 日
に第 3回電気事業公債（募集金額 120万円）が発行された308。 
なお、この間、1915（大正 4）年 3月には第 2回電気事業公債（募集額 45万円）が発行
され309、起債額 45 万円のうち 27 万円を事業経営費として特別会計電気事業費へ支出し、
残額のうち 18万円を特別会計電気事業積立金に充当している。この第 2回電気事業公債の
その後の動きについてみておくと、1917（大正 6）年 4 月 2 日発行の第 4 回電気事業公債
によって「繰上償還」が完了した310ほか、1915（大正 3）年 10月には第 3回電気事業公債
が発行されている311。 
 以上の第 1回から第 4回までの電気事業公債は「電気事業経営費」として公債が募集さ
れ、1918（大正 7）年 3月までにすべて償還が完了しているが、第 1回や第 2回の電気事
業公債についていえば、第一次世界大戦の影響を受けていることが推察される。 
第 5 回電気事業公債は、1917（大正 6）年から 1919（大正 8）年まで数回に分けて発行
されている。この公債は大堀発電所の建設費用を調達するために発行されたものであった。
この公債についていえば、当初、大堀発電所の建設費用 31万 8000円のうち 24万円を調達




307 同上、電気部主管 4 ページ。 













310 仙台市『大正六年度 仙台市事務報告書』155～156 ページ。 





としたものであった。しかし、この議案は 8 月 5 日の市会で否決され、その後、遠藤庸治が再議を求め
たが、結局、同年 8 月 11 日の市会で否決された（仙台市会『大正三年 市会決議録』）。 





2回目（1919年 1月）と 3回目（同 12月）の公債発行が行われている。なお、この第 5回
電気事業公債は 1935（昭和 10）年までに償還が完了している。 
第 8 回電気事業公債は、1919 年から 1922（大正 11）年までに発行されている。この公
債発行は碁石川発電所の建設費用を調達するためのものであった。特にその 1回目は、第 5
回電気事業公債の 3回目と同時に発行され、「地方貸付低利資金中ヨリ供給ヲ受」けること
としていた314。その後、この第 8回電気事業公債は 1940（昭和 15）年までにはすべて償還




























313 仙台市『大正七年度 仙台市事務報告書』178 ページ。 
314 仙台市『大正八年度 仙台市事務報告書』177 ページ。 
315 仙台市『大正十一年度 仙台市事務報告書』220～221 ページ。 


































年）。また、仙台市史編さん委員会編『仙台市史 通史編 7 近代 2』（仙台市、2009 年）においても、
似たような認識がなされており、「一九一九年（大正八）度以降、特別会計からの一般会計への『繰入
金』が計上されている」が、これは電気事業特別会計の「収益の繰り入れによるものである」としてい









みてみよう。表３－８は、1919 年度から 1945（昭和 20）年度における仙台市一般会計歳
入の「繰入金」の金額と内訳をみたものである320。この「繰入金」の中で、金額・割合とも
に一番大きな位置を占めているのが「電気事業費繰入金」、すなわち特別会計電気事業費か
らの繰入金である。初めて計上された 1921年度には 16万 3529円 40銭、1931（昭和 6）
年には 13 万 2240 円となっている。その後は 14 万円前後で推移するが、昭和 10 年代中ご


























た（仙台市『仙台市電気事業史』1943 年、121～122 ページ）。 





















































累計金額は増加傾向にあり、1919（大正 8）年には 15万 4000円であったものが 1925（大
正 14）年には約 29 万 8000 円と、約 2 倍近くにまで達している327。一般会計については、
1919年から運用金が充当されているが、これはほとんど戻し入れられることなく、1941（昭





は第二積立金の預金額は 9万 8690円 25銭だったものが、翌年には 4万 5129円 76銭へと
























































の 1918（大正 7）年度にみられる。これは、前者が年末（その年の 12 月末日現在）によるもの、後者
が年度末の決算によるものであるためである。つまり、この 38,600 円という金額は、1919 年の 1 月か













































336 仙台市『仙台市電気事業史』122 ページ。 


























しめることになるのである（仙台市『仙台市公報』第 39 号、1936 年 11 月、8 ページ）。これについて
は、仙台市役所「仙台市公報」第 1 号（1935 年 4 月 20 日）、同第 39 号（1936 年 11 月 15 日）を参照
のこと。 






い。なお、このことについては、仙台市史編さん委員会編『仙台市史 通史編 7 近代 2』（仙台市、
















































































































342 都市計画法制定の動きについては、すでに 1918（大正 7）年 11 月の『河北新報』でも確認できる
（たとえば「都市計画要綱」、『河北新報』1918 年 11 月 10 日など）。 





344 都市計画宮城地方委員会の主な構成員は、行政担当者からは県知事 1 名、県会議員 3 名、市会議員 6
名、市長、吏員 2 名であった。委員長は県知事が担当し、委員長はこの他に関連する官庁・機関（大





 その原案は、都市計画法の適用を受けた直後の 1923年 6月頃に完成した。当時の『河北
新報』では、次のように報じられている。 
 
     商業地 ほぼ電車（市電のこと…引用者）第一期線（周回線の内部）、すなわち
南町通以北、元柳町以東、北四番丁以南、停車場前通以北の圏内（勿論
出入あり） 
     工業地 鉄砲町北裏小田原付近より長町一帯 
     住宅地 広瀬川両沿岸 

























一「地元在住研究者が語る昭和 3 年仙台市と名取郡長町の合併―80 周年の節目に―」（2008 年 8 月、
長町歴史の会での講演）に詳述されているため、そちらを参照されたい。 
345 「都市計画と仙台 計画法と将来の濫画」、『河北新報』1923 年 6 月 11 日。 







































































































































速していくこととなった。同年 7 月 16 日の仙台市会では、第 56 号議案「仙台市臨時町村
併合調査委員規程ノ件」が提起・可決され、合併に向けた調査委員会が設置された。 
 やがて、仙台市の調査委員と、名取郡長町、宮城郡原町、同郡七郷村南小泉それぞれの代
表者との間で合併にむけた協議が行われた。同年 8月 3日に行われた第 1回の協議では「南
小泉村ハ大体委員ノ意見ノ合致ヲ見タ」ものの、長町・原町との間では「容易ニ解決スルニ








      第二  財務 
     一、電灯料及電動力使用料ハ市内ト同額トセラレタキコト（原町） 
 
353 仙台市『昭和二年 仙台市会会議録』。 
354 仙台市役所「町村合併ニヨル市ノ基本調査（内務部長照会 回答）」、仙台市役所『昭和三年 長町 原
町 南小泉 併合経過関係書類』（同『長町 原町 南小泉 合併関係書類』所収）16～17 ページ。 
355 1927 年時点で、この地域に立地していた会社数は 162、工場数（職工数 5 名以上）は 125 であった。
当時の工場数の内訳をみると、染織工場・機械器具工場・化学工場（工場数の割合 41.6 パーセント、
職工数 60.3 パーセント、生産額 37.2 パーセント）よりも飲食物工場（工場数 29.6 パーセント、職工数
21.1 パーセント、生産額 50.1 パーセント）が多いことがわかる。同地域内の職業別戸数をみると、工
業（全体の 17.1 パーセント）商業・交通業・公務自由業（同 59 パーセント）となっており、この時点
で「消費都市」＝第三次産業中心の都市が形成されつつあることがわかる。このような状況を打開する
ために「大仙台」構想が提起され、後に述べるような各種都市整備事業を展開するのである。  
356 以上、「町村合併ニ関スル経過報告」、庶務課『昭和三年 長町 原町 南小泉併合経過関係書類』（仙台
市役所所蔵）。 
357 庶務課『昭和三年 長町 原町 南小泉併合経過関係書類』（仙台市役所所蔵）所収。 
96 
 
      〔仙台市側の回答…引用者。以下同じ〕電灯料及電動力使用料共市内ト同額ニ
更ムヘシ 
      
 第五  交通及土木 
     一、本町内ニ於ル町道以外ノ道路、堰堤及橋梁、堤防等ノ修繕並用悪水路ハ旧慣
ニ依リ実施スルコト（原町） 
      〔仙台市側の回答〕異議ナシ 
     一、本町ニ於テ計画シツヽアル道路及新設諸事業等、合併ノ後完成セシムルコト
（原町） 
     一、左記道路ヲ新設及改修セラレタキコト（長町） 
       イ、長町西裏一号線 
       ロ、長町西裏八号線 
       ハ、長町東裏線 
       ニ、長町小学校裏門通線（新設線） …（中略）… 
       〔仙台市側の回答〕併合町村ノ実地ト希望トヲ参酌シ、可成希望ニ叶フ様調
査決定シタシ 
     一、市電車ノ開通ヲ速進セラレタキコト（長町） 
       〔仙台市側の回答〕電車ハ長町線、原町線共、目下工事ノ測量並設計中ニテ、
市ニ於テモ促進希望ニ付、右ニテ了承アリタシ 
 
      第八  雑件 
     一、都市計画特別市税ハ其ノ工事ノ関係原簿ニヨリ賦課ヲ均一ニセラレタシ（長
町） 
      〔仙台市側の回答〕法規上許サルヘシ 
     一、都市計画特別市税ハ其ノ工事ノ長町ニ着手セサル迄ハ賦課セサルコト（長町） 
































 この「覚書」は宮城県から仙台市に通牒された。これを受けて同年 12 月 21 日の仙台市
会で第 111 号議案「宮城県七北田村一部併合臨時調査委員規程設定ノ件」および第 112 号
議案「宮城県七北田村一部併合臨時調査委員薦定ノ件」が提起・可決され、山田久右衛門を
はじめ 10名の市会議員がこの臨時調査委員に任命された。 
 同委員会は、翌 1930（昭和 5）年 1月 8日に第 1回の会議を開き、「覚書」に記されたこ
とはすべて認めることはできないとしたうえで、合併条件のうち存有財産（七北田村荒巻地
区にある建物などの施設）などについて慎重な検討が行われることとなった。その後、同年











せんだい』Vol.15、仙台市、2005 年、39～54 ページ）に詳しいので、そちらを参照されたい。 























そのような中、1919（大正 8）年 2月 18日、当時の仙台市長山田揆一は、仙台市会にお




 それが決議された直後の 1919年 3月、南町大火（仙台大火）363が発生した。これにより、
大きな被害を受けた南町や東一番丁などの火災地道路整備（里道改修）が優先して行われる
こととなった。いわゆる「焼跡市区改正」の実施である。 






362 「宮城郡七北田村一部併合ニ関スル調査書」、同上 175 ページ。 
363 1919（大正 8）年 3 月 2 日、「南町大火」が発生した。この火災は南町の周辺 12 町に延焼し、698 戸
を焼失し、東北学院などを含めた学校や官公署、会社などが罹災した。これについては『河北新報』






























364 仙台市『仙台市会会議録』1919 年、233 ページ。 
365 仙台市『仙台市会会議録』1919 年、244 ページ。 
366 同上、245 ページ。 






369 同上、252 ページ。 
370 このとき任命されたのは、市参事会員 2 名（伊澤平左衛門、木村一是）と市会議員 4 名（坂元蔵之
允、前田藤吉郎、長沼致直、野副重一）、市公民 1 名（清野喜平治）である（同上、257～258 ペー
100 
 






























371 この歳入の内訳をみると、一般会計繰入金 10 万 5000 円、県費補助 8760 円となっている。歳出は里
道改修費 2 万 1900 円、国県道改修費寄付金 8 万 3500 円、予備費 8360 円となっていた（仙台市会『大
正八年 市会決議録』）。 
372 このとき、一般会計からこの繰入金に充当されたのは戸数割付加税と借入金であった。  
373 このほか、材料購入費などに関する決議も行われている（仙台市会『大正八年 市会決議録』）。 
374 なお、同年 5 月 23 日には「市営事業臨時委員費用弁償規定」も制定されている（仙台市会『大正八年 
市会決議録』）。 








収支と総額の推移を簡単にまとめたものである。これをみると、1919 年度から 1920 年度
までは市区改正事業資金として、歳入全額（つまり「電気事業繰入金」）がそのまま積み立



















約 15 万円となっているが、このうちの約 10 万円は、市区改正事業資金から充当されてい








1922（大正 11）年の『仙台市事務報告書並財産明細書』からもわかる（明細書 6 ページ）。 






























1926（大正 15）年 6月 8日、仙台市は、勅令第 154号をもって市街地建築物法の適用都















               仙台都市計画 
            街路ノ部 
    第一、街路ノ等級及幅員ハ左ノ標準ニ依ル 
            一、広路  幅員二十四間以上 
            二、一等大路ハ左ノ三類トス 
               第一類  幅員二十間以上 
               第二類  幅員十六間以上 
               第三類  幅員十二間以上 
            三、二等大路ハ左ノ三類トス 
               第一類  幅員十間以上 
               第二類  幅員八間以上 
               第三類  幅員六間以上 






      一等大路第一類：仙台駅東口線（東六番丁～東八番丁間） 
      一等大路第二類：中央環状線 














































383 「仙台都市計画街路理由」（「仙台都市計画街路決定ノ件」に所収）、『公文雑纂 昭和二年 第三十一巻 
都市計画 一』（国立国会図書館デジタルアーカイブ資料）。 



















期事業（5 路線）の延長は 4940 間、総工費は 566 万 7355 円（一間あたりの平均事業費は
1158 円 96 銭）、工事期間は 6年（1928年度～1933年度）とされた。その事業費財源をみ
ると、受益者負担金390188 万 9117 円（事業費の 3分の１）、国庫補助金 92万 0545 円、県
補助金 48 万 4287 円、電気事業繰入金 141 万 6839 円（事業費の 4 分の 1）、市税 385 万






その後、1928（昭和 3）年 12 月 13 日の仙台市会において、第 119 号議案「自昭和三年






    ①中央環状線の元寺小路～小田原間 400 間（約 653 メートル） 
    ②仙台駅原町線の小田原～原町（宮城電気鉄道停車場まで）間 1170 間（約 2370 メートル） 
    ③荒巻長町線の荒町～長町駅間 1640 間（約 4183 メートル） 
    ④八幡町案内線の滝前丁～大学病院間 880 間（約 1677 メートル） 
    ⑤北仙台駅線の北四番丁勾当台通角～国鉄仙山線北仙台駅間 850 間（約 218 メートル） 
388 「仙台都市計画事業並執行年度割決定ノ件」（内閣『公文雑纂 昭和三年 第四十一巻都市計画 
三』）。 
389 仙台市役所『昭和三年度 仙台都市計画事業並執行年度割（案）』所収。ここで引用しているものは、








































 これが再び動き始めるのは、1931（昭和 6）年になってからである。1931年 8月 24日の
仙台市会において、「宮城県仙台市特別会計都市計画事業費継続年期及支出方法更正ノ件」、
 
391 仙台市『仙台市会会議録』1928 年、328 ページ。 






































































 1918（大正 7）年 1月 16日の仙台市会において、交通調査委員設置についての「建議書」
が提出された。この建議書では「仙台市街電車鉄道設計及予算ニ関スル件」などを調査する
ために臨時で委員を置くことが述べられた。それを受けて、翌 2月 22日の仙台市会におい
て「交通調査委員設置規程」が制定され、市参事会員 4 名、市会議員 7 名、市公民 4 名が
委員に任命された。また、この頃、仙台市長山田揆一の委嘱により東北帝国大学教授らよっ
て調査が進められ、それに基づいて委員会が調査した結果が 1919（大正 8）年 3月頃に「仙
台市電気鉄道調」395として提出された。それには①市電の線路はすべて単線軌道とすること、
 































れ、14 日の県会で可決された。そして 1921（大正 10）年 1 月には宮城県臨時電気経営準
備事務所が設置され、その後さまざまな事務手続きを経て、1923（大正 12）年 2 月 1 日、
宮城県内務部電気課が設置された。県営電気事業の開始である。なお、このとき宮城県は、
 
電気事業史』（1943 年）では「仙台市電気鉄道調査書」の原文が掲載されている（同書 583～595 ペー
ジ）。 







































れることとなる。その後、宮城県営電気事業は、1923 年 2 月には山三カーバイド株式会社、同年 7 月
には大崎水電株式会社などを買収したほか、1929 年には東北電灯株式会社、仙南電気工業株式会社の
買収を行った。このほか、1931 年には宮城送電興業株式会社を買収している。しかし、宮城県営電気
事業も、1942 年 3 月に東北配電株式会社へ全設備・事業を出資し、その終焉をむかえることとなる。
東北配電株式会社の出資直前における電力供給量は 20,305 キロワット（21 発電所による自営分）、受
電は 39,880 キロワット（日本発送電、東北送電など）となっていた。 
399 「電気事業市外財産臨時調査委員設置規程」、仙台市『仙台市電気事業史』（1943 年）224 ページ所
収。 

















却代金 162万 8000円の支払い方法が定められている。162万 8000 円のうち 120万円の内
訳は、仙台市の日本勧業銀行からの借入金 38万円、および「郡部財産売却ニヨリ生ズル市
部経営ニ欠陥ヲ来ス為メ償還ヲ要ス可キ勧業銀行借入金」82万円403となっており、この 120
万円は県が市から引き継ぎ、日本勧業銀行から借換をすること、そして残りの 42 万 8000










401 仙台市会『大正九年 市会会議録』、仙台市役所。 
402 この 3 通の覚書は、すべて仙台市『仙台市電気事業史』（1943 年）243～245 ページに収録されてい
る。 
403 この借入金 38 万円は、仙台市が 1918 年に発行した第 7 回電気事業公債の未償却残高であり、同 82
万円は、1917 年に発行した第 6 回電気事業公債の未償却残高である。仙台市は、これらの起債は郡部
部分における事業に充てるものであったとして、これらの債務を宮城県に譲渡し、これをもって売却金
額の一部としたのである。 
404 この 42 万 8000 円は、特別会計電気事業費歳入「財産売却代」として、1923 年度に 4 万 7000 円、
1924 年度に 42 万 5000 円がそれぞれ計上されていることから、早々に支払われたものと考えられる。
それは、このときすでに仙台市が市電事業の構想を立てていたからであり、それに対応すべく支払いが
なされたといってよいだろう。 




























406 このとき、宮城県内における電気事業は、宮城県営電気事業と仙台市営電気事業の 2 団体によって、
地域独占が確立したといってよい。 
407 仙台市史編さん委員会編『仙台市史 通史編 7 近代 2』、仙台市、2009 年、83 ページ。 
408 一周南廻線は、仙台停車場を起点として、南町通・狐小路・片平丁・元柳町・元常盤丁・支倉町・支
倉通・北四番丁を経て大学病院前の終点に至る線路である。軌道の長さは 6.25 マイル、換算すると約
3.62 キロメートルであった（仙台市史編さん委員会編『仙台市史 資料編 5 近代現代 1 交通建設』、
仙台市、1999 年、162 ページ）。 
409 一周北廻線は、仙台停車場を起点とし、歳徳神横丁・茂市ヶ坂裏新道・光禅寺通・長丁・勾当台通・
北四番丁を経て大学病院前の終点に至る線路である。軌道の長さは 1.76 マイル、換算すると約 2.832
キロメートルであった（仙台市史編さん委員会編『仙台市史 資料編 5 近代現代 1 交通建設』、仙台
市、1999 年、162 ページ）。 
410 長町線は、東五番丁から荒町を経て長町に至るもので、その軌道付近には各種教育機関が多く設置さ
れていたため、「将来益々有望ナル線路」とされていた（仙台市史編さん委員会編『仙台市史 資料編
5 近代現代 1 交通建設』、仙台市、1999 年、163 ページ）。 
411 仙台市『大正十二年 昭和二年 電車事業ニ関スル書類綴』（仙台市史編さん委員会編『仙台市史 資






















のであるとされたことから、慎重な調査・審議が行われ417、3 月 26 日にほぼ原案通り可決
された418。 
 こうして市電の敷設が決定したため、仙台市は着工に向けてさまざまな手続きを進めた。




413 「請願書」、仙台市『大正十二年 昭和二年 電車事業ニ関スル書類綴』（仙台市史編さん委員会編『仙
台市史 資料編 5 近代現代 1 交通建設』仙台市、1999 年、164 ページにも収録）。 
414 仙台市役所『自大正十二年三月 至昭和三年三月 電気敷設関係書類』1 ページ。 
415 同上 5 ページ。市営電気事業の財産売却代は 1923 年度の収入に充てられているが、充当する金額は
35 万 9000 円とされた（「第四十四号議案 宮城県仙台市電気軌道敷設費継続年期及支出方法」添付 
表、仙台市会『大正十二年 市会決議録』）。 
416 「第四十一号議案 仙台市電車事業公債条例設定ノ件」、仙台市会『大正十二年 市会決議録』。な
お、後には特別会計電気事業積立金からの繰入金も充当されることとなる。 
417 その議論の中で、市会議員からは「電車事業は市に取りて営利事業」であることに言及されている
（仙台市役所『大正十二年 仙台市会会議録』3 月 21 日）。また、3 月 26 日の議論の中で「電気事業
繰入金ハ各年度確実に繰入し得る見込ありや、若しありとせば其根拠如何」という質問があり、それに
対して市長が「電気事業繰入金は現在の状態に於ては確実に繰入れ得る見込あり」と答弁している
（同、3 月 26 日）。ここからも、仙台市営電気事業が収益的事業として認識されていることがうかがえ
る。 





































419 仙台市『仙台市電気事業史』1943 年、623～624 ページ。 
420 「請願書」、仙台市『仙台市電気事業史』1943 年、624 ページ所収。 
421 仙台市役所『自大正十二年三月 至昭和三年三月 電車敷設関係書類』41～43 ページ。 
























1924（大正 13）年 9月 13日、内務大臣・大蔵大臣の連名により仙台市に宛てて「起債並
公債条例許可」が下りた。それによると、当初の起債額 229万円を 200万 300円に、1925
（大正 14）年度募集額 80 万円を 61 万 3000 円に、1926 年度募集額 75 万円を 68 万 4900
円に、1927 年度募集額 74 万円を 70 万 2400 円にすることなどの「更正条件」が指示され







423 「寄附願」、仙台市『自大正十二年三月 至昭和三年三月 電車敷設関係書類』152～154 ページ。 
424 「陳情書」、仙台市『仙台市電気事業史』（1943 年）、624～625 ページ所収。 
425 特許状の原文は、仙台市『仙台市電気事業史』（1943 年）636～637 ページに収録されている。 
426 「市会提出案 第六七号議案 仙台市電車事業公債条例更正ノ件」、仙台市『自大正十二年三月 至昭






どから 1925年度～1927年度までで合計 3 万 1300円を運用すること（第 1条）、運用金利
子は年利 5分 5厘とすること（第 2条）、運用元利金は「電車事業収入及既定電気事業ヨリ
生スル収入ヲ以テ之ヲ支弁ス」ること（第 5条）などが確認され、原案通り可決された428。 
 これらの決議をふまえ、1924年 10月 21日、仙台市は逓信大臣に宛てて、電気軌道事業
経営の許可申請を行った。その後、1925（大正 14）年 3月 14日、仙台市は軌道工事施行認
可を申請し、同年 7月 4日に特許（認可）を受けた。これによって同年 11月 1日、市電の
第一期工事第一次線（仙台停車場前－南町通－大町一丁目〔仙台市公会堂前〕間約 2キロメ
ートル、東五番丁－荒町間約 1.2キロメートル）が着工された429。これらの第一期工事第一




















428 「第六八号議案 市有財産運用及戻入方法（副本）」、仙台市『自大正十二年三月 至昭和三年三月 電
車敷設関係書類』103～107 ページ。 
429 その後の 11 月 15 日、市電事業のために建設されていた大町変電所が完成している。 
430 仙台市史編さん委員会編『仙台市史 資料編５ 近代現代１ 交通建設』（仙台市、1999 年）157 ペ
ージ。 
431 その後、1936 年には長町線（東五番丁－長町間）4.2 キロメートル、翌年には北仙台線（北四番丁－




















































































井口和起編『近代日本の軌跡 3 日清・日露戦争』山川出版社、1994年 
井口和起『日露戦争の時代』吉川弘文館、1998年 





京都大学法学会『法学論叢』第 160巻第 56号、2007年、119～183ページ  
伊藤之雄「第一次世界大戦後の都市計画事業の形成―京都市を事例に 一九一八～一九一



























研究――」、明治学院大学産業経済研究所『研究所年報』第 12 号、1995 年、95～163 ペ
ージ 
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仙台市役所『昭和三年度 仙台都市計画事業並執行年度割（案）』 
仙台市役所『自昭和七年 至昭和十五年 仙台都市計画 土地区画整理 風致地区』 
仙台市役所『自昭和八年 至昭和十二年 土木 請願 陳情』 
仙台市役所『自昭和十年 至昭和十二年 評価委員会記録』 
仙台市役所『自昭和十二年 至昭和十五年 都市計画 都市計画』 




宮城県『明治三十八年 地理 貸下地ノ二 地第五函』 
宮城県『地理 河海、池沼』1910年度・1911年度 
宮城県『市町村 市町村制 町村条例 市会 市歳入出 町村有財産』1911（明治 44）・1915年 
宮城県『明治四十五年 大正元年 市町村 仙台市電気事業起債』二ノ一、二ノ二 
宮城県『大正元年度 地理 河海』 
宮城県『市会決議ニ対スル裁決 電気水道両事業公債条例』1914・1915年 
宮城県『市町村 市町村制 市条例』1915年・1917年 
宮城県『大正五年 地理 規程、経界、官有地、社寺地』 
宮城県『大正八年 市町村 市歳入出 三之二』 
宮城県『大正十三年 土木 水力電気 仙台市碁石川 四ノ一』 
 
【その他】 














「仙台都市計画区域決定ノ件」、『公文雑纂 大正十四年 第二十二巻 都市計画』 
「仙台都市計画街路決定ノ件」、『公文雑纂 昭和二年 第三十一巻 都市計画 一』 
「仙台市助役佐々太一郎外二名都市計画地方委員会委員並幹事任免ノ件」、『任免裁可書 昭
和三年 任免巻三十七』 
「仙台都市計画街路中変更ノ件」『公文雑纂 昭和三年 第四十一巻 都市計画 三』 





雑纂 昭和四年 第二十五巻 都市計画』 
「仙台都市計画事業執行年度割変更ノ件」、『公文雑纂 昭和六年 第三十八巻 都市計画 四』 
「仙台都市計画街路ノ部中変更ノ件」、『公文雑纂 昭和八年 第四十八巻 都市計画 八』 
「仙台都市計画風致地区指定ノ件」、『公文雑纂 昭和九年 第四十五巻 都市計画 八』 
「都市計画街路ノ部中 仙台都市計画事業並執行年度割中変更ノ件」、『公文雑纂 昭和十二
年 第五十八巻 都市計画 十三』 
「仙台都市計画風致地区追加指定」、『公文雑纂 昭和十五年 第八十四巻 都市計画 九』 


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































全域 市部 郡部 市部 郡部
5燭（以下） 28銭 30銭 35銭
不明
8燭（以下） 35銭 45銭 45銭
10燭 45銭
16燭 70銭
20燭以下 55銭 65銭 65銭
24燭 1円
32燭以下 1円20銭 80銭 90銭 90銭
50燭以下 1円70銭 1円 1円15銭 1円15銭
100燭以下 3円 1円80銭 1円95銭 2円
200燭以下 3円20銭 3円50銭





全域 市部 郡部 市部 郡部
１ヶ月300KW以内 12銭／KWH 13銭／KWH 15銭／KWH 15銭／KWH
不明
1ヶ月500KW以内 11銭／KWH 12銭／KWH 14銭／KWH 14銭／KWH
1ヶ月1000KW以内 10銭／KWH 11銭／KWH 13銭／KWH 13銭／KWH
それ以上 9銭／KWH 10銭／KWH 12銭／KWH 12銭／KWH
資料：仙台市会『仙台市会会議録』1919年度・1921年度、および仙台市『仙台市電気事業史』（1943年）より作成。
表３－１ 供給区域変遷一覧表














部 仙台市（旧仙台市域）全域 仙台市（旧仙台市域） 仙台市（旧仙台市域） 仙台市（旧仙台市域） 仙台市（旧仙台市域）
名取郡 名取郡 名取郡 （長町・原町を含む） 南小泉 荒巻
茂ケ崎村 名取郡長町 長町 宮城郡 宮城郡 北根































































































































































































年号 1911年度 1912年度 1913年度 1914年度 1915年度 1916年度 1917年度 1918年度 1919年度 1920年度 1921年度 1922年度
供給区域 （明治44） （明治45・大正元） （大正2） （大正3） （大正4） （大正5） （大正6） （大正7） （大正8） （大正9） （大正10） （大正11）
仙台市
電灯個数 1,300 33,170 45,524 49,709 52,272 54,314 60,396 66,038 73,690 80,910 87,533 96,647
需要家数 13,467 15,526 17,199 15,883 17,443 18,440 19,248 19,974 20,010 22,510
原ノ町
電灯個数 436 548 535 603 733 707 868 1,270 1,330 1,331 1,544
需要家数 318 328 392 431 660 531 763 779 777 868
七北田村
電灯個数 68 88 68 76 43 412 431 464 496 517
需要家数 2 2 2 2 3 359 382 391 392 265
七郷村
電灯個数 84 43 63 46 99 350 376 368 522





電灯個数 64 62 65 67 43 46 61 384 449 469 463
需要家数 23 26 26 27 33 43 283 321 322 319
利府村
電灯個数 173 202 183 189 211 254 417 424 377
需要家数 151 168 168 160 182 208 224 227 290
鹽釜町
電灯個数 2,264 2,527 2,569 2,620 2,670 2,713 2,983 3,428 3,701 3,771 4,151
需要家数 773 788 816 861 768 782 826 861 895 939
松島(嶋)村
電灯個数 408 751 728 535 632 801 769 818 838 1,081





電灯個数 283 404 618 697 978 1,050 1,170 1,373 1,290 1,872





電灯個数 33 43 55 47 50 75 75 82 82 82 138
需要家数 33 40 42 44 54 57 62 62 62 112
中田村
電灯個数 175 198 208 207 221 224 321 377 377 385 336
需要家数 138 146 150 151 163 247 284 284 287 230
増田町
電灯個数 311 320 330 335 315 333 374 354 402 425 466
需要家数 178 192 195 204 184 203 209 217 222 225
館腰村
電灯個数 124 126 139 132 133 137 170 179 249 248 269
需要家数 108 118 117 121 111 138 144 208 209 211
岩沼町
電灯個数 1,079 1,009 1,027 974 956 1,034 1,146 1,451 1,471 1,532 1,383
需要家数 490 515 532 352 485 540 595 566 601 628
東多賀村
電灯個数 358 369 316 387 409 572 581 601 618





電灯個数 462 511 530 517 521 630 712 801 851 1,069 655
需要家数 242 262 274 299 335 365 413 422 449 471
大河原町
電灯個数 755 913 848 834 794 902 982 707 672 684 1,269
需要家数 372 368 371 375 391 437 556 566 568 405
村田町
電灯個数 547 646 718 746 739 734 992 1,070 1,120 1,272 1,175
需要家数 241 271 285 316 374 413 490 527 547 478
角田町
電灯個数 632 739 775 833 960 1,037 1,099 1,349 1,391 1,383 1,568
需要家数 312 326 474 514 499 530 630 646 683 660
白石町
電灯個数 2,035 2,156 2,259 1,911 1,784 2,186 2,785 3,137 3,219 2,913 3,075
需要家数 797 825 838 901 993 1,175 1,343 1,374 1,387 1,326
蔵本
電灯個数 190 211 213 217 197 214 207 202 214 214 268
需要家数 11 11 11 11 6 5 8 9 9 24
小原村
電灯個数 112 113 113 59 56 106 67 72 170 170 49
需要家数 3 3 3 3 8 8 8 8 8 3
七ヶ浜村
電灯個数 234 244 250 258 291 281
需要家数 208 210 238 234 246 217
多賀城村
電灯個数 196 195 374 395 399 428
需要家数 156 159 259 286 292 299
高砂村
電灯個数 131 132 590 750 770 578





電灯個数 56 59 59 72
需要家数 32 32 32 28
事業者用
（郡部）
電灯個数 360 366 368 110
需要家数 21 21 21 20
合計
電灯個数 5,960 43,180 57,034 62,081 64,402 66,356 74,310 82,487 93,729 102,465 109,385 119,912






1923年度 1924年度 1925年度 1926年度 1927年度 1928年度 1929年度 1930年度
供給区域 （大正12） （大正13） （大正14） （大正15・昭和元） （昭和2） （昭和3） （昭和4） （昭和5）
仙台市
電灯個数 105,228 115,077 124,885 136,209 143,882 162,877 171,845 173,055
需要家数 24,211 25,694 26,479 27,839 27,996 32,288 32,730 34,404
長町
電灯個数 2,186 2,576 3,346 3,941
需要家数 831 911 1,082 1,222 1,412
原町
電灯個数 1,731 2,574 3,070 3,415
需要家数 893 1,163 1,264 1,333 1,681
七北田村
電灯個数 81 92 100 99 559 987 903
需要家数 35 35 35 35 73 150 187 251
合計
電灯個数 109,226 120,319 131,401 143,664 143,882 163,436 172,832 173,958
需要家数 25,970 27,803 28,860 30,429 31,162 32,438 32,917 34,655
1931年度 1932年度 1933年度 1934年度
供給区域 （昭和6） （昭和7） （昭和8） （昭和9）
仙台市
電灯個数 182,690 191,255 200,419 212,358











電灯個数 182,690 191,255 200,419 212,358






























































































1912年（明治45・大正元） 19,771 13,654 69.1%
1913年（大正2） 20,477 18,156 88.7%
1914年（大正3） 20,654 20,781 100.6%
1915年（大正4） 20,757 22,822 109.9%
1916年（大正5） 24,839 21,629 87.1%
1917年（大正6） 23,422 24,160 103.2%
1918年（大正7） 21,660 26,040 120.2%
1919年（大正8） 21,847 28,815 131.9%
1920年（大正9） 21,847 29,916 136.9%
1921年（大正10） 22,155 30,191 136.3%
1922年（大正11） 22,673 32,750 144.4%
1923年（大正12） 23,768 25,970 109.3%
1924年（大正13） 24,897 27,803 111.7%
1925年（大正14） 26,774 28,860 107.8%
1926年（大正15・昭和元） 27,732 30,429 109.7%
1927年（昭和2） 27,887 31,162 111.7%
1928年（昭和3） 32,086 32,438 101.1%
1929年（昭和4） 32,779 32,917 100.4%
1930年（昭和5） 34,792 34,655 99.6%
1931年（昭和6） 35,212 35,189 99.9%
1932年（昭和7） 37,146 36,389 98.0%
1933年（昭和8） 38,066 37,614 98.8%
1934年（昭和9） 38,245 38,318 100.2%
1935年（昭和10） 39,883 39,148 98.2%
1936年（昭和11） 39,866 39,351 98.7%
1937年（昭和12） 40,449 39,499 97.7%


























































































































































1911年度 1912年度 1913年度 1914年度 1915年度 1916年度 1917年度 1918年度 1919年度 1920年度 1921年度 1922年度
供給区域 （明治44）（明治45・大正元） （大正2） （大正3） （大正4） （大正5） （大正6） （大正7） （大正8） （大正9） （大正10） （大正11）
仙台市
馬力数 250 983.5 900 1,220 1,478 1,502.5 1,643.000 1,735.500 1,762.867
需要家数(戸） 220 238 260 306 356 372 332 343 354
原ノ町
馬力数 5 24.5 27.5 36.5 36.5 36.5 27.500 35.000 54.500
需要家数(戸） 5 7 9 10 11 11 9 9 15
七北田村
馬力数 4 51 43 43 43 43 54.000 14.000 74.000
需要家数(戸） 4 4 2 2 2 2 4 3 6
七郷村
馬力数 5 5 5 5 5 16.500 16.500 17.500





馬力数 2 6 6 6 6 6 6.000 8.000 13.000
需要家数(戸） 2 2 2 2 2 2 2 2 3
利府村
馬力数 5 3 3 3 3 4.000 4.000 5.000
需要家数(戸） 1 1 1 1 1 1 1 1
鹽釜町
馬力数 25 118 122 146 239 172 221.000 286.000 399.500
需要家数(戸） 25 26 25 30 38 41 37 47 54
松島(嶋)村
馬力数 19.5 24.5 27.5 33.5 73.5 41.500 50.000 50.500





馬力数 7 31 39.5 47.5 64.5 427.000 319.500 222.000





馬力数 1 3 3 5 5 5 9.000 11.000 16.000
需要家数(戸） 1 1 1 2 2 2 3 3 4
中田村
馬力数 3 10 10 10 10 11 20.000 20.000 19.000
需要家数(戸） 3 3 3 3 3 3 5 5 5
増田町
馬力数 2 9.5 4.5 7.5 7.5 7.5 7.500 14.500 15.000
需要家数(戸） 2 3 2 3 3 3 3 4 4
館腰村
馬力数 2 4 2 1 1 1 4.000 4.000 4.000
需要家数(戸） 2 3 2 1 1 1 2 2 2
岩沼町
馬力数 15 81.5 74 67 78.5 85.5 73.500 77.000 76.500
需要家数(戸） 15 18 17 17 19 25 21 22 21
東多賀村
馬力数 9 8 8 11 11 13.000 24.000 24.000





馬力数 5 24 19 17 25 16.5 28.000 15.000 29.000
需要家数(戸） 5 5 6 4 6 7 7 4 6
大河原町
馬力数 3 10 12 9 25 45 39.500 44.000 53.500
需要家数(戸） 3 5 6 4 6 7 4 6 10
村田町
馬力数 2 13 8 11 8 9.5 25.500 28.000 29.500
需要家数(戸） 2 3 2 3 2 3 5 5 6
角田町
馬力数 7 20.5 49 61 84 50 58.000 66.000 61.000
需要家数(戸） 7 8 10 12 13 16 10 11 12
白石町
馬力数 13 74.5 34 37 55 51 97.000 130.000 148.000





馬力数 2 2 2 2.000 2.000
























馬力数 データなし データなし 350.000 1,520.000 1,387.500 1,760.000 2,203.500 2,201.000 2,852.500 2,933.500 3,115.867 3,847.370




1924年度 1925年度 1926年度 1927年度 1928年度 1929年度 1930年度 1931年度
供給区域 （大正12） （大正13） （大正14） （大正15・昭和元） （昭和2） （昭和3） （昭和4） （昭和5）
仙台市
総装置個数 606.000 704.000 769.000 831.0000 850 992 1,151 1,148
総馬力数 2,591.650 3,110.847 3,201.858 3,340.8580 3,670.600 4,408.600 4,718.149 4,888.310
総ｷﾛﾜｯﾄ数 1,933.370 2,320.692 2,388.585 2,451.6024 2,662.467 3,288.800 3,519.739 3,646.679
需要家数 501.000 576.000 633.000 642.0000 671 799 915 962
長町
総装置個数 29.000 30.000 31.000 44.0000 36.000
総馬力数 277.500 162.500 297.500 348.0000 143.500
総ｷﾛﾜｯﾄ数 207.015 121.225 221.935 260.1080 106.351
需要家数 27.000 28.000 29.000 32.0000 35.000
原町
総装置個数 18.000 20.000 21.000 21.0000 24.000
総馬力数 21.500 68.500 87.000 98.5000 102.500
総ｷﾛﾜｯﾄ数 16.039 51.101 64.902 171.9910 76.465
需要家数 16.000 19.000 22.000 27.0000 22.000
七北田村
総装置個数 4.000 3.000 2.000 1.0000 3.000 1.000 1.000
総馬力数 57.000 17.000 15.000 3.0000 80.024 5.000 5.000
総ｷﾛﾜｯﾄ数 42.522 12.682 11.190 2.2380 59.697 3.730 3.730
需要家数 3.000 3.000 2.000 1.0000 2.000 1.000 1.000
合計
総装置個数 657.000 757.000 823.000 897.0000 913 992 1,152 1,149
総馬力数 2,947.650 3,358.847 3,601.358 3,790.3580 3,996.624 4,408.600 4,723.149 4,893.310
総ｷﾛﾜｯﾄ数 2,198.946 2,505.700 2,686.612 2,885.9394 2,904.980 3,288.800 3,523.469 3,650.409






















































































































































































































































































































































































































































金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率
運用金 60,000.000 60,000.000 100.0% 129,000.000 215.0% 129,000.000 100.0%
電気事業 154,000.000 119.4% 174,000.000 113.0% 174,000.000 100.0%






44,475.390 114.8% 1,227.840 2.8% 31,035.550 2527.7% 8,267.060 26.6% 32,707.480 395.6% 23,125.120 70.7%
運用金 40,000.000 40,000.000 100.0% 40,000.000 100.0% 109,000.000 272.5% 0.0%
電気事業 149,000.000 169,000.000 113.4% 169,000.000 100.0%
一般会計 3,900.000 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0%
窒素研究費





3,000.000 21,283.610 709.5% 5,161.800 24.3% 5,445.620 105.5% 0.0% 25,056.710
100,000.000 100,000.000 100.0% 169,000.000 169.0% 238,000.000 140.8% 341,600.000 143.5% 406,600.000 119.0% 431,600.000 106.1%
運用金
電気事業 303,000.000 343,000.000 113.2% 343,000.000 100.0%







47,933.750 122,539.620 255.6% 121,201.700 98.9% 81,347.110 67.1% 27,205.000 33.4% 36,859.610 135.5% 64,155.780 174.1%
147,933.750 222,539.620 150.4% 290,201.700 130.4% 319,347.110 110.0% 368,805.000 115.5% 443,459.610 120.2% 495,755.780 111.8%
第一積立金 63,835.840 104,475.390 163.7% 130,227.840 124.6% 160,035.550 122.9% 196,967.060 123.1% 266,407.480 135.3% 281,825.120 105.8%
第二積立金 84,097.910 115,064.230 136.8% 138,690.250 120.5% 154,149.760 111.1% 166,392.320 107.9% 177,052.130 106.4% 188,873.950 106.7%





















大正4年 大正5年 大正6年 大正7年













































金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率
174,000.000 100.0% 174,000.000 100.0% 213,044.000 122.4% 298,044.000 139.9% 298,044.000 100.0% 298,044.000 100.0% 298,044.000 100.0%
84,700.000 100.0% 121,700.000 143.7% 121,700.000 100.0% 121,700.000 100.0% 121,700.000 100.0% 121,700.000 100.0% 413,097.100 339.4%
63,970.220 276.6% 125,841.750 196.7% 155,215.870 123.3% 100,114.550 64.5% 178,128.000 177.9% 261,444.040 146.8% 63,302.950 24.2%
169,000.000 100.0% 169,000.000 100.0% 169,000.000 100.0% 169,000.000 100.0% 169,000.000 100.0% 149,000.000 88.2% 149,000.000 100.0%
3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0%
27,628.330 173.0% 40,611.840 147.0% 33,254.290 81.9% 16,479.670 49.6% 13,132.700 79.7% 18,018.180 137.2% 3,610.870 20.0%
36,487.340 145.6% 409.800 1.1% 438.950 107.1% 100,309.920 22852.2% 7,597.490 7.6% 91,861.150 1209.1% 95,078.260 103.5%
431,600.000 100.0% 468,600.000 108.6% 507,644.000 108.3% 592,644.000 116.7% 592,644.000 100.0% 572,644.000 96.6% 864,041.100 150.9%
343,000.000 100.0% 343,000.000 100.0% 382,044.000 111.4% 467,044.000 122.2% 467,044.000 100.0% 447,044.000 95.7% 447,044.000 100.0%
88,600.000 100.0% 125,600.000 141.8% 125,600.000 100.0% 125,600.000 100.0% 125,600.000 100.0% 125,600.000 100.0% 416,997.100 332.0%
128,085.890 199.6% 166,863.390 130.3% 188,909.110 113.2% 216,904.140 114.8% 198,858.190 91.7% 371,323.370 186.7% 161,992.080 43.6%
559,685.890 112.9% 635,463.390 113.5% 696,553.110 109.6% 809,548.140 116.2% 791,502.190 97.8% 943,967.370 119.3% 1,026,033.180 108.7%
322,670.220 114.5% 421,541.750 130.6% 489,959.870 116.2% 519,858.550 106.1% 597,872.000 115.0% 681,188.040 113.9% 774,444.050 113.7%
200,528.330 106.2% 213,511.840 106.5% 206,154.290 96.6% 189,379.670 91.9% 186,032.700 98.2% 170,918.180 91.9% 156,510.870 91.6%
36,487.340 145.6% 409.800 1.1% 438.950 107.1% 100,309.920 22852.2% 7,597.490 7.6% 91,861.150 1209.1% 95,078.260 103.5%
大正15年・昭和元年 昭和2年 昭和3年大正11年 大正12年 大正13年 大正14年













































金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率
298,044.000 100.0% 273,044.000 91.6% 165,000.000 60.4% 60,000.000 36.4% 60,000.000 100.0% 0.0%
460,091.100 111.4% 460,097.100 100.0% 460,097.100 100.0% 460,097.100 100.0% 79,097.100 17.2% 804,097.100 1016.6% 948,097.100 117.9%
15,000.000 127,000.000 846.7% 179,750.000 141.5% 179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0%
103,183.570 163.0% 230,688.920 223.6% 432,310.000 187.4% 539,737.890 124.8% 365,027.350 67.6% 427,040.950 117.0% 316,309.590 74.1%
138,000.000 92.6% 118,800.000 86.1% 99,000.000 83.3% 99,000.000 100.0% 40,000.000 40.4% 0.0%
3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0%
12,000.000 12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0%
26.510 0.7% 7,047.240 26583.3% 15,031.590 213.3% 16,639.120 110.7% 41,951.890 252.1% 71,114.000 169.5% 57,679.840 81.1%
100,000.000 536,700.000 536.7% 669,460.000 124.7% 877,460.000 131.1% 1,137,460.000 129.6% 1,226,760.000 107.9% 1,429,620.000 116.5%
111,542.000 4,637.830 4.2% 62,343.000 1344.2% 62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0%
206,169.020 216.8% 88,510.910 42.9% 286.140 0.3% 4,637.830 1620.8% 64,017.890 1380.3% 168,326.880 262.9% 85,159.320 50.6%
1,000,035.100 115.7% 1,392,541.100 139.2% 1,523,999.100 109.4% 1,632,094.930 107.1% 1,574,550.100 96.5% 2,288,850.100 145.4% 2,635,710.100 115.2%
436,044.000 97.5% 391,844.000 89.9% 264,000.000 67.4% 159,000.000 60.2% 100,000.000 62.9% 0.000 0.0% 0.000
563,991.100 135.3% 1,000,697.100 177.4% 1,133,457.100 113.3% 1,341,457.100 118.4% 1,220,457.100 91.0% 2,034,757.100 166.7% 2,381,617.100 117.0%
15,000.000 127,000.000 846.7% 179,750.000 141.5% 179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0%
111,542.000 4,637.830 4.2% 62,343.000 1344.2% 62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0%
12,000.000 12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0%
309,379.100 191.0% 326,247.070 105.5% 447,627.730 137.2% 561,014.840 125.3% 470,997.130 84.0% 666,481.830 141.5% 459,148.750 68.9%
1,309,414.200 127.6% 1,718,788.170 131.3% 1,971,626.830 114.7% 2,193,109.770 111.2% 2,045,547.230 93.3% 2,955,331.930 144.5% 3,094,858.850 104.7%
861,318.670 111.2% 963,830.020 111.9% 1,072,407.100 111.3% 1,186,834.990 110.7% 683,874.450 57.6% 1,410,888.050 206.3% 1,444,156.690 102.4%
141,926.510 90.7% 129,747.240 91.4% 117,931.590 90.9% 119,539.120 101.4% 97,851.890 81.9% 87,014.000 88.9% 73,579.840 84.6%
306,169.020 322.0% 625,210.910 204.2% 781,288.140 125.0% 886,735.660 113.5% 1,263,820.890 142.5% 1,457,429.880 115.3% 1,577,122.320 108.2%
昭和7年昭和4年 昭和5年 昭和6年 昭和8年 昭和9年 昭和10年













































金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率 金額（円銭厘） 増減率
948,097.100 100.0% 948,097.100 100.0% 948,097.100 100.0% 991,031.100 104.5% 991,031.100 100.0% 991,031.100 100.0%
179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0%
170,000.000
265,621.600 84.0% 154,193.650 58.1% 195,332.770 126.7% 84,072.880 43.0% 142,420.180 169.4% 40,911.970 28.7%
162,500.000 300,000.000 184.6% 325,000.000 108.3% 487,500.000 150.0% 625,000.000 128.2% 650,000.000 104.0%
3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0% 3,900.000 100.0%
12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0%
60,157.860 104.3% 62,682.990 104.2% 2,563.680 4.1% 2,654.800 103.6% 2,750.340 103.6% 2,846.590 103.5%
1,493,680.300 104.5% 1,518,042.500 101.6% 1,518,042.500 100.0% 1,634,647.500 107.7% 1,770,352.500 108.3% 1,792,702.500 101.3%
62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0%
82,000.000 167,800.000 204.6% 209,200.000 124.7% 295,000.000 141.0% 365,000.000 123.7%
60,000.000 55,000.000 91.7% 49,500.000 90.0% 46,500.000 93.9%
118,388.990 139.0% 114,648.500 96.8% 89,104.420 77.7% 13,173.870 14.8% 42,061.990 319.3% 15,974.810 38.0%
2,699,770.400 102.4% 2,806,132.600 103.9% 2,951,932.600 105.2% 3,147,871.600 106.6% 3,363,876.600 106.9% 3,623,226.600 107.7%
0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
2,445,677.400 102.7% 2,470,039.600 101.0% 2,470,039.600 100.0% 2,629,578.600 106.5% 2,765,283.600 105.2% 2,787,633.600 100.8%
179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0% 179,750.000 100.0%
62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0% 62,343.000 100.0%
12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0% 12,000.000 100.0%
82,000.000 167,800.000 204.6% 209,200.000 124.7% 0.0%
60,000.000 55,000.000 91.7% 0.0%
444,168.450 96.7% 331,525.140 74.6% 287,000.870 86.6% 99,901.550 34.8% 187,232.510 187.4% 59,733.370 31.9%
162,500.000 300,000.000 184.6% 325,000.000 108.3% 487,500.000 150.0% 625,000.000 128.2% 650,000.000 104.0%
3,306,438.850 106.8% 3,437,657.740 104.0% 3,563,933.470 103.7% 3,735,273.150 104.8% 4,176,109.110 111.8% 4,332,959.970 103.8%
1,555,968.700 107.7% 1,582,040.750 101.7% 1,648,179.870 104.2% 1,742,353.980 105.7% 1,938,201.280 111.2% 2,031,693.070 104.8%
76,057.860 103.4% 78,582.990 103.3% 18,463.680 23.5% 18,554.800 100.5% 18,650.340 100.5% 18,746.590 100.5%
1,674,412.290 106.2% 1,777,034.000 106.1% 1,897,289.920 106.8% 1,974,364.370 104.1% 2,219,257.490 112.4% 2,282,520.310 102.9%
1941年
昭和13年 昭和14年 昭和15年 昭和16年昭和11年 昭和12年
1937年 1938年 1939年 1940年1936年
表３－１２ 仙台市一般会計歳入運用金の推移と内訳
1916年度 1917年度 1918年度 1919年度 1920年度 1921年度 1922年度 1923年度 1924年度 1925年度
科目 大正5年度 大正6年度 大正7年度 大正8年度 大正9年度 大正10年度 大正11年度 大正12年度 大正13年度 大正14年度
歳入 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘
運用金 8,900.000 26,980.000 47,600.000 50,000.000 25,000.000 59,700.000 37,000.000 なし なし 155,000.000
備考 内訳なし 内訳なし 内訳なし 内訳なし 内訳なし 内訳なし 内訳なし 内訳なし
電気事業積立金歳出






電気事業積立金合計 0 0 38,600.000 25,000.000 25,000.000 0.000 37,000.000 0.000 0.000 0.000
一般会計歳入運用金の内訳に
占める割合 81.1% 50.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0%
1926年度 1927年度 1928年度 1929年度 1930年度 1931年度 1932年度 1933年度 1934年度 1935年度
科目 大正15・昭和元年度 昭和2年度 昭和3年度 昭和4年度 昭和5年度 昭和6年度 昭和7年度 昭和8年度 昭和9年度 昭和10年度
歳入 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘























386,700.000 276,760.000 325,542.000 89,300.000 150,000.000 70,900.000
電気事業積立金合計 0.000 33,000.000 305,397.000 386,700.000 276,760.000 325,542.000 0.000 289,300.000 319,000.000 170,900.000
一般会計歳入運用金の内訳に
占める割合 68.8% 80.9% 97.5% 112.6% 130.7% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0%
1936年度 1937年度 1938年度 1939年度 1940年度 1941年度 1942年度 1943年度 1944年度
科目 昭和11年度 昭和12年度 昭和13年度 昭和14年度 昭和15年度 昭和16年度 昭和17年度 昭和18年度 昭和19年度
歳入 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘 円銭厘
















77,000.000 70,000.000 129,100.000 28,000.000 157,000.000 256,000.000
電気事業積立金合計 77,000.000 70,000.000 129,100.000 70,934.000 157,000.000 256,000.000 0.000 0.000 0.000
一般会計歳入運用金の内訳に
占める割合 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%





























































































都市計画特別税 都市計画事業費収入 土地区画整理事業費 土地区画整理事業収入 目的税 旧法に依る税収入
受益者負担金 受益者負担 国庫補助金 県補助金 補助金 電気事業費繰入金




件名 出願人 出願先 出願年月日 内容 仙台市側の対応



































































































































































































































































































36 新穀町舗装工事施行ノ件歎願 山田久右衛門外三名 仙台市長　鹿又武三郎 ※目録にはあるが、収録されていない？



















































45 同心町通貫通開鑿ノ件請願書 乙丑親和会 仙台市長　山口龍之助 1927（昭和2）年12月1日 同上。




乙丑親和会 仙台市長　山口龍之助 同上 当該道路は自動車の往来も増加したため、「不測ノ災禍」を防止す
るために拡張工事を実施することを請願。


































































西部振興会長　坂元蔵之允 仙台市長　山口龍之助 1928（昭和3）年8月15日 北材木町付近の道路の新設を請願。
2 ページ









61 道路修繕ニ関スル請願 越路二郎ほか29名 仙台市長　山口龍之助 1928（昭和3）年12月 向山愛宕神社方面の道路修繕に関する請願。




















































大倉金庫代理店　井上彦三郎 仙台市長　山口龍之助 1929（昭和4）年3月5日 御真影奉安庫の購入について。
73 請願書（製作所の経歴書あり） 榎戸金庫製作所主　榎戸長治 仙台市長　山口龍之助 1929（昭和4）年2月 御真影奉安庫の購入について。









































































































93 道路幅員決定ノ件（地図あり） 青山勇太郎 仙台市長　山口龍之助 1929（昭和4）年12月23日 長町地区の、開鑿道路と所有地との境界線についての請願。














97 北目町南町通新道開鑿願 梅田忠七外六十九名 仙台市長　山口龍之助 1929（昭和4）年
仙台市北目町から南町通に向かう新道開鑿について請願。交通量の
増加、人家店舗の増加、学校の開設など。






















件名 出願人 出願先 出願年月日 内容 仙台市側の対応
表４－５　土木課『自大正十二年　至昭和七年　諸願綴　二ノ一』（仙台市役所所蔵）に収録された請願書一覧

















104 川内亀岡大堀沢横断道路改修ノ件 志村匡外四十八名 仙台市長　渋谷徳三郎 ※目録にはあるが、収録されていない？













鈴木喜三郎 仙台市長　渋谷徳三郎 1931（昭和6）年2月 仙台市越路地区の廃道となる部分についての払下げを請願。







































113 木町通路面舗装実施請願 遊佐広太ほか3名 仙台市長　渋谷徳三郎 1931（昭和6）年6月4日 木町通（南定禅寺通）の街路舗装工事実施の請願。
114 大勝道路存置出願ノ件 佐藤松蔵 仙台市長　渋谷徳三郎 1931（昭和6）年













































































128 道路改修ノ件（霊屋下） 本間半兵衛ほか有志 仙台市長　鹿又武三郎 1925（大正14）年 交通量が増加したため、霊屋下道路改修に関する請願。
「土木課へ　御霊屋附近道路修繕ハ大演習前ニ計画ア
リヤ」








鈴木有為ほか有志 なし 1933（昭和8）年 市内角五郎新丁附近の道路改修に関する請願。
131 道路新設ニ関スル件陳情 斎藤亀興 なし 1932（昭和7）年12月12日
東照宮より小松島方面に道路新設が実現した場合、生活に脅威を与
えるため到底忍び難いということを陳情。道路の新設に反対してい
るのではない。
本人と面談し、事情聴取。
132
道路側溝改修方ニ関スル件（図面あ
り）
堀田勇ほか20名 仙台市長　渋谷徳三郎 1932（昭和7）年12月10日
大町一丁目から立町に至る側溝、立町から本町末無に至る側溝など
の改修を請願。
「本請願個所ハ比較的急施ヲ要セサルモノト被認、又
市財政上ノ関係等モアリ今直チニ施行ハシ得サルモ、
遂年施行ノ予定ナリ」
4 ページ
表４－６ 電車敷設事業における起債額の変更比較
当初計画 変更計画
起債 2,290,000 2,000,300
電気事業繰入 1,000 109,400
郡部財産売却代 359,000 359,000
寄附金 150,000
運用金（基本金運用） 31,300
合計 2,650,000 2,650,000
資料：「起債額変更比較」、仙台市『自大正十二年三月至昭和三年三月 電車敷設関係書類』58～59ページより作成。
